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第1章序論
まえがき
 本研究の目的は、電動機の小型、高トルク化を目的とした船舶推進用のバルク超電導電動機の開発で
ある。このためには、機器内でバルク超電導体を高性能の磁石として用いるためのパルス着磁の研究が
必須である。本章ではこれらの内容を説明する前に、超電導現象について述べ、バルク超電導体の特徴
を概説し、最後に、本研究の背景と目的を記す。
1．1 超電導現象の概要
1．1．1ゼロ電気抵抗
 物質には固有の電気抵抗が存在する。一般に、金属は温度の低下に伴い電気抵抗は減少するが、ゼロ
にはならない。これに対し超電導体ではTcで急激に抵抗が減少し、完全にゼロとなる。導体に電気抵抗
があると、電気が流れる時に熱が発生してエネルギーを失うが、超電導状態では熱が発生しない。リン
グ状の超電導体に一度電流を流すと、電流は永久に流れ続け（永久電流）、その電流によって作られる磁
場は磁気共鳴によって時間の関数として観測される。その減衰時間は短くても105時間以上にも及ぶこ
とが確認されている田。
1．1．2 マイスナー効果
 1933年、MeissnerとOschenfeldは、磁場が超電導体の中に入ることができないことを発見した【2］。
導体に磁場を加えると、電磁誘導により外部磁場の変化を打ち消す方向、すなわち磁場の侵入を妨げる
向きに電流が誘起される。しかし、超電導状態では電気抵抗がゼロであるから、一端誘起された電流は
流れ続ける。よって、磁場を排除する状態が維持されることになる（完全反磁性）。しかし、彼らはそれ
だけでなく、常電導状態において磁束は侵入できるが、T， LM下に下げて超電導状態にすると、全磁束は
超電導体から押し出されてしまう現象も発見した。これらの現象をマイスナー効果と呼ぶ（図1－1）。
 マイスナー効果は磁場中の超電導体の平衡状態における性質である。磁場中の超電導は、磁束を排除
するために必要なエネルギーだけ、磁場がない状態よりエネルギーが高くなっている。このため印加し
た磁場がMを越えると、超電導状態が破れ、常電導に相転移する。また、Jcは、電流のつくる自己磁場
が超電導体表面で瓦に達したときの値に相当する［1］。
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      図1・1マイスナー効果
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1．2 超電導体の磁気的特性
1．2．1 超電導体の分類
 超電導体は磁場に対する振る舞いによって第一種超電導体と第二種超電導体の2種類に分類される。第
一種超電導体では、外部磁場琵が臨界磁場Hcに達するまで完全反磁性を示すマイスナー状態を維持する
が、Mが猛を超えると超電導状態から常電導状態に相転移する（図1・2）。一方、第二種超電導体では、
下部臨界磁場（ff1）と上部臨界磁場（．猛2）が存在し、 Miまでは完全反磁性を示すが、それ以上の磁場では
外部磁場が超電導体内部に部分的に侵入し始め、磁化は連続的に変化しff2で常電導状態となる。このと
き侵入した磁場は量子化され、量子化磁束と呼ばれる。量子化磁束の中心部では超電導体は常電導状態
であり、コヒーレンス長熔）程度で常電導状態から超電導状態に変化し、磁場は磁場侵入長（A）にわたっ
て広がっている。このとき磁束の周りを、半径：Aの範囲で遮蔽電流（渦電流）が還流している。この遮
蔽電流は超電導電流となっている。超電導体内に磁束が侵入した状態では、超電導状態と常電導状態が
共存しているので混合状態と呼ばれ、量子化磁束φoの大きさは
く1＞． ＝ 2．0678 ×lo－is
 o ［wnl
（1－1）
である。外部磁場が強くなるに従って磁束量が増し、反磁性が弱くなる。混合状態は超電導体が磁束で
埋め尽くされる、猛2まで続く。一般に、猛2は非常に高いので、強い磁場の下でも超電導状態を利用できる。
Aと9の比
  A
K＝一  g
（1－2）
をG・Lパラメータ［3］と呼び、κ＜1／」のとき第一種、κ＞1／～厄のとき第二種となる。
一M
       ：
超電導状態  1常電導状態
       ’
一M
超電導状態i  混合状態   i常電導状態
     t． L1
0        」砿   H
  （a）第一種超電導体
o Mi        瓦2
（b）第二種超電導体
H
図1－2 第一種超電導体と第二種超電導体の磁化曲線
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1．2．2 ピン止め効果
混合状態にある第二種超電導体に電流を流すと、磁束線は電流密度♂と磁束密度Bの相互作用によ
りローレンツカ
    F， ＝ JxB （1－3）
を受けて動き出す（図1・3）。
E＝Bxv
このとき、磁束線の速度をvとすると、電流の方向に電圧（電場E）
                        （1－4）
が発生する。これは超電導体が
  E Bv
，Of ＝＝V＝7 （1－5）
の比抵抗をもっことと同じであり、外部電流に対して完全導電性が失われて損失が生じることを意味す
る。第二種超電導体の混合状態において、磁束線の定常的な運動を磁束フローと呼び、ρfをフロー比抵
抗と呼ぶ。磁束フローが起こっている状態でJcはゼロとなる。
 ところが、超電導体中に常電導相があると、磁束線はそこに優先的に捕捉される。磁束線は超電導相
にいるよりも、常電導相にいる方が凝縮エネルギー分だけエネルギー的に得をすることになり、磁束線
の運動が止められる（図1・4）。この作用をピン止め効果（Pinning effect）といい、常電導析出物、潮脚、
結晶粒界、転移等の欠陥や不均質部分をピン止め点（Pinning center）という。また、磁束線を捕捉す
る力をピン止め力（Pinning force）という。超電導体中にピン止め点が存在することにより、電気抵抗ゼ
ロを実現することができる。ピン止め力は摩擦力に似た振る舞いをし、ローレンツカがある臨界値を越
えるまでは磁束線を捕捉できるが、それを越えると磁束線がピン止め点から外れて磁束フローが起こる。
ローレンツカの臨界値を与える電流密度が混合状態におけるJcとなる。ピン止め点を含む第二種超電導
体を不均質第二種超電導体、または非理想的第二種超電導体といい、これに対し、ピン止め点を含まな
い純粋な第二種超電導体を理想的第二種超電導体という。
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図1－3 磁場中にある第二種超電導体に電流を流したときの模式図
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        磁束   2ξ
（a）磁束が超電導体   （b）磁束が帯電導体
 にある場合      にある場合
     図1・4 ピン止め効果の模式図
（a）欠陥のない理想的な第二種超電導体内部では、磁束線が動いてもエネルギーの変化がないため、
 ローレンツカが働けば磁束線は自由に動くことができる。
（b）超電導体内に常電導部分があると、その部分はもともと超電導部分ではないため、磁束線が来て
 もエネルギーの上昇がない。逆に・磁束線がこの部分から外れる際には、超電導をπξ2dの体積だ
 け壊す必要があるため、余分なエネルギーが必要になる。このため、磁束線は常電導部から動きに
 くい。これがピン止め効果を生む。
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1．2．3 臨界状態モデル
 理想的第二種超電導体と不均質第二種超電導体の混合状態における超電導内部の磁場と電流分布を図
1－5に示す。理想的な第二種超電導体では、磁束線はお互いに反発し、自由エネルギーが最小となるよ
うに超電導体内で三角格子を組んで均一に分布する。これに対し、ピン止め点の存在する不均質第二種
超電導体では、試料内に侵入していく磁束線はピン止め点によってその移動を妨げられ、ピン止め力よ
り大きいローレンツカを受けた場合にはじめて移動することができる。このため試料内部の磁束密度は
外側ほど高く、中心部は低くなる（図1・5）。ここでは、不均質第二種超電導体の磁化過程を考察する
上で基礎となる臨界状態モデルについて記述する。
 不均質第二種超電導体の混合状態における磁束密度Bの空間分布は、外部磁場の変化が穏やかなとき
には、磁束線に働くローレンツ力洗（＝」×B）とピン止め力尋のつり合いで決まる。単位体積あたり
のつり合い条件を書くと、
FL ＋F， ＝O （1－6）
となる。ここでピン止め力罵は、一般に磁束密度の大きさ［Blと温度丁の関数であり、超電導体内部
では磁束密度の傾きに応じて
    rot B＝μoJ   （Maxwellの方程式）              （1’7）
を仮定すると、1－6式は
        1
    F， ＝一一mT i．N rot B ×B
       ittO
（1－8）
となる。これより、ピン止め力が存在する第二種超電導体に存在するFpが分かれば、 Bの分布が定ま
ることを意味している。このとき流れている電流密度は、
   1
」＝  rot丑。  iLto
（1－9）
となる。これを臨界電流密度」，と呼び、この電流が流れている領域を臨界状態にあるという。また、電
流密度Jcの電流が、磁束線が侵入しているあらゆる領域で流れ、それより小さい電流密度をとらないと
いう仮定で、超電導体内の磁束密度の変化を記述するモデルを臨界状態モデルという。ピン止め中心が
点状でその密度が極めて大きいとき、試料に侵入したすべての磁束線はピン止めされ、昂はBに比例す
る。この時Jcは1－6式より
    」＝C （一定）                          （1・10）     c
となり、この仮定はBeanモデル［4］と呼ばれている。このモデルは簡単であるため超電導を臨界状態モ
デルに基づき理解する上でよく用いられる。
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図1・5 （a）理想的第二種超電導体と（b）不均質第二種超電導体の混合状態における、（1）磁束線の侵入
     状態を表す模式図、（2）磁束密度分布を表す模式図、（3）電流密度分布を表す模式図。（b）では、
     外部磁場がゼロからμo・猛になってローレンツ力瓦とピン止め力Fpがつりあっている状態。
     このとき、試料内の磁束密度Bは直線的に変化する。
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1．2．4 超電導体の磁化過程
 Bean・Londonの臨界状態モデルを用いて超電導体の磁化過程を考える。図1－6のように、 y’z平面
に平行な幅2aの無限平板の超電導体に外部磁場耳をz軸方向にかけたとする。この時、 y－z平面上に
おいて電磁量はすべて一様でx軸方向のみ変化し、磁束はx軸方向に動く。」。＝・・一定より、
    OB    ZS／ ＝ ±pto」， （1－11）
となり、超電導体内部の磁束密度の勾配がJcに比例することが分かる。遮蔽電流による影響は無視でき
るものとすると、表面x＝±aでの境界条件はB（±のニμoH，となり、初期磁化過程における磁場分布
は、
B（・）一Q：：燃瑠 海窒劉 （1－12）
となる。外部磁場を飾まで増加させた後減少させると、磁束は表面近くにあるものから順に超電導
体の外部に抜けていき、その変化が内部に伝わっていく。
 次に、超電導平板の単位長さあたりの磁化を求める。超電導体の磁化は、次式のように定義される。
M一ｪ［B（・）一岨］dx
一凱［凧蹴圃一凧呵［，Uo Ue＋Pt。・，・（x一の一凧爾
（1－13）
初期磁化過程において磁束が超電導平板の中心（x；0）に達するときの外部磁場を中心到達磁場耳と
呼び、
   Hu ＝ JAa    p ’c
（1－14）
となる。1－13式の計算の結果、初期磁化過程の磁化％と減磁過程の磁化Mtは、中心到達磁場耳と
最大印加磁場磁を用いて次式で表される。
   MT ＝ IS’一（He 一 Hp ）2 一t’ Hp （O S H， g H，）
        p
＝＿竺H
  2 ”P
（U， （ He） （1－15）
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M」 ＝一“2iili；’1一． ’． （He 一HM ＋2Hp）2 ＋tt Hp （HIM 一2Hlp gH， 一く HM）
     p
＝塑H 2 MrP （H， S HM 一2Hp） （1－16）
 これを図示すると、図1・7のようなヒステリシス曲線になる。これより、外部磁場泓をゼロに戻し
たとき、最大値（（1／2）μ。H，）まで完全磁化させるためには、2」聯以上の印加磁場が必要であることがわ
かる。
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図1・6 幅2aの無限平板の超電導体にz軸方向の外部磁場Heを印加したときの電磁量と座標との関
    係。電磁量はすべてx方向のみの関数となる。B＝（0，0， B（カ），♂＝（0，」（x），0）
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図1・7 ヒステリシス曲線幅2aの無限平板試料におけるBeanモデルに基づく磁化曲線。
    スの幅AM’は、 Jcと試料幅2aに比例する。
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1．2．5 捕捉磁束密度分布
 1－11式で示したよ：うにBeanモデルによれば、超電導体内部の磁束密度勾配はμoノ、に等しくなる。
したがって、半径aの無限長の円柱状超電導体に捕捉される磁束密度は円錐状になり、その中心で最大
値
    Bmax ＝pto J， a （1’17）
をとる。これより、最大捕捉磁束密度は試料の径とJcに比例して大きくなることがわかる。この円錐状
の磁束密度分布は、超電導電流が試料全体にわたり均一に流れるときにのみ実現される。尚、実際の試
料においては弱結合が存在し、有限の長さをとるので最大捕捉磁束密度はμoJ、aより小さくなb，複数
のピークの低い山が現れる分布となる。
 ここで、電流密度読の超電導電流が試料内部を同心円状に均一に流れると仮定すると、長さ1の試料
の中心軸上の磁束密度一BT（z）は、 Bio七一Savar七の法則より次式で表される。
    鯛÷㌃［¢舳”＋（呈鯉・1nα＋馴（H8）
ここで、zは試料表面からの距離である。係数の1／2はz軸に垂直な表面が存在することに起因する。
特に試料表面（z＝0）では、
BT （o） ＝ ZIIIe 」i，iin［｛f ＋ VI一；illJI］
（1－19）
となる。これより、試料表面の最大捕捉磁束密度は（1／2）μoJ’Baであり、形状が扇平になる（〃α→0）
に従って減少する。
 同じ径の永久磁石とバルク超電導磁石の磁束密度分布を比較した場合、永久磁石は全体において均一
な円錐台状になるが、バルク超電導磁石は前述の理由により円錐状になる。また、磁束密度分布の形状
の違いを反映して、バルク超電導磁石の試料の中心軸上の磁束密度B．（z）は、表面からの距ee zの増加
と共に永久磁石よりも急激に減少する［5］。
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1．3 バルク高温超電導体
 超電導体は材料として大きく分けると、薄膜、線材、バルク体の3つに分類できる。それぞれにおい
て、様々な製品が開発され、すでに実用段階に入っているものもある。本節では、最も代表的なY系バ
ルク体について記述する。
1．3．1 バルク超電導体の結晶構造
 1986年、30KにTcを持つLa－Ba・Cuつ系銅酸化物超電導体の発見とそれに続く、1987年の
YBa2Cu307・6（Tc＝90 K）の発見以来、高いTcを示す銅酸化物超電導体が発見されてきた。これまでの銅
酸化物超電導体のうちいくつかの代表的な構造を示すと、YBa2Cu307－6（Y123）を始めとする酸素欠損
ペロブスカイト構造、M202（MニBi、 Tl）層の間にペロブスカイト層をはさんだオウリビリウス相に類
似した構造などがあげられる。これら銅酸化物超電導体は、MCuO3（M＝ランタノイド元素、アル
カリ土類元素）で表されるペロブスカイト構造を基本としており、いずれもその結晶中に電導平面と考
えられているCuO2二次元平面を有し、その面間をブロック層と呼ばれる電荷供給層が占める基本構造
をとる（図1・8）。このような基本構造を有することが高温超電導体の特徴であり、その超電導特性に大
きな異方性を生じる原因ともなっている国。
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図1・8 YBa2Cu307・6の結晶構造
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1．3．2 バルク超電導体の結晶成長
 溶融成長したREBa2Cu307・y（RE：希土類元素）バルク体は単一の種結晶から成長するので、バルク体
には4つのa軸成長領域（a’GS）と1つの。軸成長領域（eGS）が存在する。一般的に、成長領域はGrowth
Sector（以下GS）、成長領域境界はGrowth Sector Boundary（以下GSB）と呼ばれている。そのため
バルク体は強い結晶異方性を持ち結晶組織が場所ごとに異なるため、超電導特性が場所に依存する［6］。
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図1－9 バルク超電導体の結晶成長
1．3．3 高電流密度化
 バルク体の作製方法として、発見当初は通常のセラミックスと同様の焼結法によって作製されていた。
焼結法は作製が容易で、電気抵抗測定でも比較的簡単に抵抗ゼロを確認できたため広く利用されていた。
しかし、そのJcは低く、実用化には及ばなかった。これは、合成された焼結体が多結晶体であるため、
空孔等の多くの欠陥や結晶粒界が弱結合となって超電導電流を妨げていたのが原因である。さらに、結
晶構造の異方性により大きな傾角をもった粒界自体が超電導結合を弱めるという高温超電導体に特有の
性質がある。
以上のことから、高Jc化を狙うために次のプロセスが必要となる。
・緻密化
・単一粒結晶体の作製
・結晶粒の単一方位性
・最適なピン止め点の導入
YBa・Cu・0系超電導体における溶融法はこれらを満足するプロセスとして開発されたものであり、
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種々の改良を重ねた結果、現在までに実用レベルの読をもつ大型のバルク体の作製が可能となってきて
いる。
1．3．4 バルク超電導磁石
 バルク体を外部磁場と組み合わせて使うのではなく、バルク単体での磁場応用としてバルク超電導磁
石がある。超電導体に磁束を捕捉させて磁石にするという概念は、第二種超電導体の発見当初から考え
られていた。超電導体が磁束を捕捉する現象は1970年代に研究が進められたが、熱的不安定性から生
じるフラックスジャンプや機械的強度の欠如が実用化の壁となっていた。その後、高温超電導体が発見
され、その高いTcに加え、比熱や不可逆磁場が大きいことが明らかになると、フラックスジャンプが起
こりにくいという磁石としての安定性と、液体窒素を用いた簡便な装置で超電導が実現できるという点
から、バルク磁石実現性が注目されるようになった。また、溶融法の発展により、高いeleをもった単一
結晶粒から成る大型のYBa・Cu・0系バルク体の作製ができるようになり、捕捉磁束密度の大きいバルク
磁石が実際に作られるようになった。バルク磁石は、ピン止め効果を利用したもので、超電導体を磁化
させ、バルク自体が外部に磁場を発生して擬似永久磁石として振舞うことを利用したものである。バル
ク磁石は永久磁石に比べて遙かに強い磁束密度が得られるため、利用価値が高い。最近では、17Tまで
磁束を捕捉した報告がある［7］。
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1．4 バルク超電導体への着磁方法
1．4．1 静磁場着磁法
 超電導体を永久磁石のように用いるためには、磁化（着磁）する必要がある。その1つの方法として
静磁場着磁法がある。静磁場着磁法にはField Coohng（以下FC）とZero・Field Cooling（以下ZFC）の2
種類がある。
 FCは、はじめにTc以上の超電導体に静磁場を印加する。このとき、常磁性である超電導体を磁束が貫
通する。この状態で超電導体をTc以下まで冷却し、磁束をピン止め点に捕捉させて超電導体を磁化させ
る、最も一般的に行われている着磁方法である。
 ZFCは、超電導体をゼロ磁場中でTc以下に冷却して超電導状態にし、磁場を所定の値まで準静的に増
加させ一定時間保持した後、準静的に減少させる方法であり、パルス着磁の静的極限（磁場変化率ゼロ）
に対応する。
1．4．2 パルス着磁法
 パルス着磁法（Pulsed Field Magnetization， PFM）とは、パルス磁場を利用した着磁法である。こ
れは超電導体をTc以下に冷却した後、周囲に配置した着磁コイルに1sec以下のパルス電流を通電し、
短時間に磁場を印加する方法である。コイルへの通電が短時間で済むため、小型のコイルで大きな磁場
を発生させることができる。この方法によれば、着磁コイルを超電導体とともに機器の中に組み込むこ
とができ、その場でコンパクトに着帽を行ってバルク磁石を得ることができる。
 パルス着磁法において、パルス磁場が弱い間は、磁束はほとんど侵入しないが、ある程度強い磁場を
印加すると磁束は超電導体内に急激に侵入する。従って、パルス着磁を行うと磁束が運動することによ
って起こる粘性抵抗損失によりバルク体内で熱を生じる。そのため、静磁場着磁に比べて捕捉できる磁
束の量が大きく減少する。
1．4．2．1粘性力
 1．2．3節では、ピン止め点を含む第二種超電導体内の磁束線の分布を磁束線に働くローレンツ力瓦と
ピン止め力Fpの釣り合いで説明した。外部磁場の変化が穏やかな場合には磁束線に働く力としてこの二
つの力のみを考慮すればいいが、磁化変化率の大きいパルス着磁の場合にはさらに次式で定義される粘
性力Fvも考慮に入れなくてはならない。
    F． ＝一rp 4tiv （i“20）
        ¢o
ここでnは粘性係数、φoは量子化磁束（＝2．0678×10’15Wb）、 Bは試料内の過渡的な磁束密度、 vは
磁束線の速度である。前述のローレンツ力瓦とピン止め力現の式を再度示す。
    F， ＝JxB （1－21）
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   l
F， ＝一一Jl．一一 rot B ×B
   ，Uo
（1－22）
パルス磁場が印加された場合は、磁束線にはたらく力としてPvが追加され、超電導体内の磁束線の釣
り合いの式は1・6式の代わりに
FL＋Fp＋F．＝O （1－23）
が成立する。この式からわかるように、磁束線がピン止め点に固定されるためには粘性力Fvとピン止め
力Fpの和、すなわち磁束線をピン止め点に押さえつける力（シールドカ）がローレンツ力瓦と釣り合
うこととなる。
 静磁場着磁の場合には磁場の増加時及び減少時の変化率が0．05T／sなのでv＝0とみなせる。従って、
粘性力Fvはピン止め力昂に比べて無視でき、磁束線の分布は瑠と瓦との釣り合いで決定される。こ
の場合、既述したようにBeanモデルに従えば試料内の磁束密度Bの変化は空間内で直線的に変化する。
 一方、パルス着旧の場合には、パルス磁場は102T／sを超える割合で時間的に変化し、1・23式におい
て瓦の影響が非常に大きくなるので、試料内のBの勾配は直線的にならない。また1－20式より、超電
導体内を移動する磁束線はその速度vに比例した粘性力による抵抗力を余分に受けることになる。一般
的なソレノイド型コイルによる着磁の増磁過程では、vは試料の側面から中心に向かって減少し、試料
中心でゼロになる。この場合、試料内の磁束密度分布は、磁場勾配がバルク体外縁部で最も大きく中心
に向かうにつれて小さくなる「台形型」となる。その結果、同じ印加ピーク磁場では、パルス磁場のほ
うが静磁場よりも侵入する磁場が少なくなる。よって、パルス着磁法は静磁場着三法よりもバルク体を
完全磁化するのに大きな磁場を必要とするのである。
1．4．2．2 発熱
 捕捉磁束密度特性に大きな影響を与えるのは磁束線の運動による熱の発生である。熱の発生は、外部
磁場によって磁束線にローレンツカがかかり、粘性力とピン止め力に逆らって移動することで発生する
粘性損失とピン止め損失に起因している。粘性損失Mvは粘性力忍と磁束線の速度vとの内積によって
表される。
            tylBlv2
                                    （1－24）Mvニーj臨ヴニー             ¢o
この式より、粘性損失夙はvの二乗に比例するので、磁束線が激しく運動するパルス着磁においては
粘性損失による発熱が支配的になる。Bやvの増加による発熱量の上昇は、バルク体のJcを低下させる。
その結果、粘性力Fvとピン止め力Fpの和（シールドカ）が小さくなり、ローレンツ力瓦がこれを上回
ることで、磁束線はさらに激しく運動する［8，9，10，11］。
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1．4。2。3パルス着磁の研究報告（ソレノイド型コイルによるパルス着磁）
 捕捉磁束密度が比較的低い試料、例えば77KにおけるY系バルク体等に関しては、最適なパルス磁
場を印加することによって静磁場着磁法とほぼ同等の磁束量が捕捉される［12］。しかし、捕捉磁束密度
が比較的高い試料、例えばSm系バルク体の磁束量は静磁場着磁法の場合よりもはるかに小さくなる。
また、Y系バルク体に関しても30 K前後の低温域では試料本来（静磁場着磁法）の捕捉磁束密度に及
ばず［13，14］、実用化への障害となった。そこで、パルス磁場の強度を徐々に小さくする反復減衰着磁
（lmproved iterative pulsed field magnetization method with reduced amplitude， IMRA）法や軟磁性
体でできた一対のYoke材（パーメンジュール等）をバルク体に対しサンドイッチ状に設置する方法が
提案された。これらの手法を用いてSm系バルク体を液体窒素温度で着磁した結果を図1・10に示す。
その結果、単純なパルス着磁による捕捉磁束密度は静磁場着磁法の約半分であったが、IMRA法とY（）ke
材を組み合わせることで静磁場着磁法の約90％に達したことが分かる［15，16］。またSanderらはY系
バルク体に対し、着磁温度を下げながらパルス磁場を繰り返し印加する着磁方法（ステップ・クーリング
法）も捕捉磁束密度増加のために有効であると報告している【171。
3
も
モ
                      ，UQHa 〈T）
図1－10 直径36mmのSm系バルク体を液体窒素温度で様々な方法で着磁したときの総捕捉磁束量。
上図に示すようにIMRA法では徐々にパルス電流のピーク値を下げながらパルス磁場を繰り返し印加
                     する。
 Gd系バルク体に関しては、 Y）koyamaらが直径46 mmのバルク体に対して10 K前後の温度領域で
1．6Tの最大捕捉磁束密度を得たという報告があるが［18］、静磁場野洲よりもはるかに小さい。また、
Fujishiroらはステップ・クーリング法を採用し30 K付近で直径45 mmのバルク体に対してパルス着
生最高の5．2Tの最大捕捉磁束密度を得ている［19］。
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1．4．2．4パルス着磁特性の場所依存性について
 パルス着磁ではGSとGSBにおいて着磁特性が異なることが報告されている［16］。印加磁場が小さい
ときは、磁束線はGSに捕捉されGSB領域にはほとんど捕捉されない。しかし、ある程度大きな磁場
を印加すると逆に磁束線はGSよりもGSB領域に捕捉される。さらに強い磁場を印加すると全体的に
総捕捉磁束量が減少してしまう。これは巨大な磁場勾配と試料内の局所的なJcの違いによって磁束線が
侵入領域を選択していることと、発熱により特にGSの捕捉磁束密度の減少が起きているからである。
バルク体への磁束線の侵入についてはIshiharaら［20］がバルク表面にホールセンサを用いることにより、
磁束線はピン止め力の弱いGSから侵入し、ピン止め力の強いGSB上に捕捉される傾向があることを
確認している。また、発熱についても多くの報告がされており［21，22，23，241、バルク表面ではGSB
よりもGSの方が、またバルク体の中心部よりも周囲部の温度上昇が高くなることが確認されている。
これはGSのサブブレインが大きく影響していると考えられている。パルス着磁では強磁場を印加する
と小傾角粒界であるサブグレインが弱結合となりそこから磁束線が侵入するためである。しかし、逆に
そのような欠陥が磁束の侵入経路となるのでパルス着磁に必要であるという報告もある［24］。
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1．5 バルク超電導体の応用
 超電導技術を応用した機器の特徴は、従来機器に対して小型・軽量、効率向上、機能性向上、省エネ
効果等がそのメリットであり、新機能創出を含めバルク体については材料開発の初期段階から作製装置
の規模とその取扱の容易さから研究開発が精力的に行われてきた。本節ではバルク体の応用技術として
バルク体の特徴を生かした用途とその可能性について述べる。
まず、バルク体の高いJcとそのピン止め効果を利用した浮上デモが各所で行われている。この原理を
応用したのが非接触磁気ベアリングであり、さらにこの磁気ベアリングを適用したエネルギー貯蔵装置
であるフライホイールについても民間等で研究開発が進んだ。例えば、中部電力㈱と三菱重工㈱は共同
で平成5年から超電導フライホイールの開発を行っており、平成10年には直径600mmのCFRP製
ロータを20，000 ilpmで回転させ1kWhの電力貯蔵に成功した。現在、超電導フライホイールとしては
世界最大級となる20・kWh級の開発に移行しており、要素技術開発を完了させている。これは直径1，200
mm、厚さ200 mmのCFRP製紙ータを10，000 rpmで回転させて最大17．5 kWhのエネルギー貯蔵を
行う装置である。さらに、バルク体による浮上原理を利用した機器応用として、直線運動を非接触で可
能にする磁気浮上搬送やリニア同期電動機の研究も進んでいる。
 また、バルク体は強いピン止め効果により磁束を捕捉しバルク体自身が強力な擬似永久磁石となるた
め、この特性を生かした超電導磁石や磁石システムとしての応用例もある。その例として、以前磁気浮
上式鉄道の超電導磁石として可能性が検討された。また、バルク体を永久磁石界磁の代わりに用いた電
動機・発電機も産業応用機器として試作・開発が進んでいる（超電導電動機の詳細については後の章で
詳しく述べるとする）。また、バルク体の強い磁力を適用するアクチュエータや動力伝達としての電磁ク
ラッチも考案されている。そして、環境浄化技術としての磁気分離装置も考案・試作され実用化が近い
といえる。
 一方、反磁性を基本的特徴とする超電導体は、捕捉磁場の利用とは逆に磁気シールド効果を有するの
で、高温超電導物質の発見・材料開発の初期段階から磁気シールド体への応用が検：討されてきた。この
磁気シールド効果には低磁界領域での反磁性だけでなく、強いピン止め効果により外部磁界を吸収する
ことによる磁気シールド効果もあり、バルク体の特徴として興味深い。
 さらに、超電導である限り低損失で大電流を流せる特性を活かし、導体応用としての電流リードや機
械的スイッチの試作も行われている。特に、電流リードは現有機器に組み込まれて試験・運用がなされ
ており、実用超電導機器といえる。これらの特徴を生かした超電導ならではの応用機器が限流器であり、
実用化のための技術的課題の抽出とその用途開拓が行われている［15］。
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1．6 本研究の背景
1．6．1 船舶推進用原動機の現状
 京都議定書の批准実施により日本は温室効果ガスを2008年から2012年に基準年比（1990年目で6％
削減する必要に迫られている。既に自動車に対する排気ガスの規制等が始まっており今後、船舶につい
ても同様な排出ガス規制が施行されることが予想され、CO2排出削減はわが国の海上輸送に与えられた
重要課題である。
 現状船舶の推進に使用されているシステムは、ディーゼル機関を用いて減速機とシャフトにつながれ
たプロペラへ機械的に動力を伝達して回転させる機関直結方式が主流である。従って、この方式では船
舶の減速時にエンジンの回転数を落として速度制御を行わなくてはならない。しかし、ディーゼルエン
ジンは低速運転時に不完全燃焼を起こし効率が悪化することに加えCO2、 NO。等の有害物質を大量に排
出してしまう。特に、減速運転の機会が多い内航船を多く有するわが国においてその問題は深刻である。
そこで近年、環境保全や効率向上、操船性の向上の観点から、ディーゼル発電機関により電力を発生し、
その電力で電動機を回し、プロペラを直結して推進する電気推進船の開発と実用化が欧米、特にヨーロ
ッパを中心に進んでいる。しかし、電気推進システムは原動機とプロペラの間に発電機やインバータ、
電動機等を設置するため、ディーゼルエンジン直結方式に比べて効率が劣り経済的ではない。従って、
測量船や南極観測船等に採用されるにとどまっている［25］。
 我が国においては国土交通省主導で、出入港の頻度の高い内航船舶の低燃費の実現と大気環境保全の
観点から電気推進船の普及が計画されている。実際、次世代電気推進船として船外のポッド（繭）の中
に二重反転プロペラを装備する一軸型のスーパーエゴシップ［26］の構想や、反転配置されたプロペラが
回転流を回収する逆転可能可変ピッチ・プロペラ（Controllable Reversible Propeller， CRP）を装備し
たフェリーが就航している［27］。
 電気推進を船舶の原動機に採用する場合、長大なプロペラシャフトがなくなり、発電機の配置などに
おいて船内の設計の自由度が増すものの、電動機の体格は80～360rpm程度の低回転写で高トルクが
要求されるため大きくなる。これらの問題を解決し電気推進のメリットを引き出すためには、高トルク
で体格の小さい電動機を開発する必要がある。また、電動機の小型化が可能となれば、電動機を推進抵
抗の低い小型の船外ポッドに納めたポッド推進システムが可能となり、船体設計の自由度の増大などの
メリットも得られる。ポッド小型化による船体設計の自由度の増加は推進性能を高めるだけでなく環境
規制やCO2排出に対する有効な改善要素となる［28］。
 このような背景の下、船舶推進用電動機の低回響町での高トルク化を目指すために、超電導体を用い
た電動機の導入が検討されている。超電導は従来の銅線よりも数十倍以上の電気を流すことが可能であ
るので電磁石の磁場増大に繋がり、装置の高出力化や小型、軽量化が可能になり経済［生も向上する。ま
た、超電導は電気抵抗がゼロに限りなく近いため、エネルギーロスが少なくなり無駄な発熱を抑えるこ
とが可能であるため、自然環境への悪影響も低減できる。
 船舶に全超電導電動機と同時にそれに適応した超電導ポッド推進装置を使用した場合、出入港の多い
船では年間約11％のCO2削減ができることが試算されている。また、超電導電動機は、通常装置で使
用されている電動機に比べて効率が高いので、省エネ効果も大きい。このように、省エネ・地球温暖化
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防止に効果があり長期的に見ると経済性にも優れる超電導電動機が、今後多くの船舶や陸上で採用され
温室効果ガス削減や省エネに寄与することが期待されている。
1．6．2 電動機の概要
 電動機iの基本要素は界磁子と電機子で構成される。界磁子は磁場を発生させる部分で、永久磁石や銅
巻線に電流を流して得られる電磁石で構成される。また、電機子は、界磁子による磁場と垂直な方向に
電流を流し、フレミング左手の法則により磁場と電流とに垂直な方向に力を発生させる機能を有する（図
1－11）。中心軸のまわりに界磁子と電機子を配置したものが回転式の電動機であり、界磁子と電機子のい
ずれかが回転しもう一方が固定される。回転する側を回転子、固定される側を固定子と言う。通常の電
動機では、中心軸に対し回転子が内側、固定子が外側に配置される場合が多い。
 電動機は、大きく分けると直流電動機と交流電動機に分類される。直流電動機は、外部から供給され
る直流電流を回転子の回転に合わせて電流の方向を切り換えるための整流ブラシを有する。従って、構
造は単純になるがブラシの交換などを定期的に行わなくてはならない。
 交流電動機は主として同期電動機と誘導電動機がある。誘導電動機は、固定子側に多相巻線を施して
回転磁界を発生させ、電磁誘導により回転子側の導体に誘起される電流が力を受けて回転する電動機で
ある。回転子は回転磁界よりも遅い速度で回転し、その差がすべりと呼ばれる。同期電動機は、回転子
側の磁極が固定子から発生する回転磁界に引かれて回転するので、回転磁界と同じ速度で回転し、すべ
りがない。同期電動機は低速の場合でも誘導電動機に比べて効率がよく、大きな出力が出せる。また、
力率も任意で調節することが可能であり、比較的大出力の早速電動機として広く利用されている。本研
究の超電導電動機においてもこの方式である。バルク体を同期電動機に使う場合には、バルク体に捕捉
された磁界を利用することになるので、界磁部分がバルク体に置き換わることになる。
ここで、電動機の出力は以下の式で与えられ、
   P（出力）＝ω（回転数）×T（トルク） （1－25）
電動機のトルクは次式で与えられる。
    T＝ （D12） ・ ．17T
＝ （D12） ・ （B・1・ L）
＝ （D12） ・ （B・ iz D・ L）
＝2」Bi・（刀2Lπ／4） （1－26）
F：回転子に作用する力［N］
B：磁束密度［T］≒（磁気装荷）
i：電気装荷［A／m］
1－26式から電動機のトルクは界磁子の磁束密度、電機子電流、電動機の体格によって決定される。従っ
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て、界磁子を超電導化し総捕捉磁束量量を増やせば、同体格の電動機ならば電機子電流が少なくなり、
同出力ならば電動機の体格が軽減される。
q巨
ゆ
v
図1・11 電動機の回転と各要素の関係
1．6．3 バルク超電導体を界磁子に用いた電動機
・バルク超電導体を電動機の界磁子に用いる理由
 先ほど述べたように、電動機の出力は電動機の体格や界磁子の磁束密度、電機子の電流量で決定され
る。低速回転域で高トルクが要求される低速大容量型の電動機では、大きな出力を得るために鉄芯を利
用して磁束を集中させる工夫をしつつ電機子電流を大きくすることで大出力を得ていた。しかし、永久
磁石の発生する磁束密度には限界があり、高出力電動機ほど体格が大きくならざるを得なかった。ここ
で、永久磁石や銅線巻き線コイルよりも高いエネルギー密度（大きな磁束密度）を持つ超電導体を電動
機や発電機などの回転機に適合すれば、これらの小型化や軽量化を加速できる【29】。
 超電導体の中でも、バルク体を磁石として機器に実装する大きな利点としては、線材コイルと異なり
励磁のための電流リードの接続が不要であることが挙げられる。量産されている線材コイルでは磁場を
維持するために給電する必要がある。しかし、バルク体は着磁する必要はあるものの、一度着磁を行え
ば低温を保つ限り磁場を保持する性質をもつ。また、線材コイルに比べ小さな寸法で強磁場を得ること
が出来るので小型化に有利である。高いエネルギー密度（大きな磁束密度）を持つ超電導体の中でも、
バルク体を電動機の界磁子に用いる理由はここからきている。
 また、バルク体の中でもRE・Ba・Cu・0バルク体は、液体窒素で簡易に冷却できる77 K（一196℃）付
近で、高磁場中でも高い臨界電流密度を示し超電導状態が破れない。従って、冷媒の選択多様性が可能
となり、超電導体の冷却にはネオンや水素（燃料電池用を併用）、窒素、将来的には冷凍機冷媒用の液化
天然ガス（Liquefied Natural Gas， LNG）の使用も検討されている。さらに、超電導は冷却コストがか
かるとの指摘があるが、冷凍・冷却機器の進歩も著しい。特に、60Kレベルの冷凍機の進歩は著しく、
スターリングパルス冷凍機は比較的低電力でバルク体を一度に数個冷却保持できる能力をもつ。このよ
うに、バルク体の冷却が比較的容易なってきている点も、その理由の一つであるといえる。
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・バルク超電導電動機の特徴
ここで、バルク超電導電動機の特徴をまとめる。
・界磁の磁場を強くすることにより高トルク・高出力の電動機が実現できる。または、同じ性能の電
 動機なら小型化できる。
・バルク体を磁石として使用するためには着磁を行わなければならない。着磁方法は、静磁場三子法
 とパルス着骨法がある。しかし、バルク超電導電動機で静磁場着磁法を採用すると、野営後に組立
 てを行うことが必要となり実用的でないため、パルス界磁法を採用するのが主流である。
また、バルク超電導電動機の長所としては以下のようなものが挙げられる。
・鉄心レスでも界磁磁束密度を大きくできるので、高効率化や小型化ができる。
・鉄心レスであるのでトルクリップルを小さくできる。
・低温超電導体のように20～30K程度まで冷却する必要がないので、冷却系が簡単にできる。
・組立や分解時は昇温によって超電導状態ではなくなり、メンテナンスが容易である。
逆に、バルク超電導電動機の短所としては以下のようなものが挙げられる。
・冷却系が必要である。
・バルク体そのものが高価である。
・超電導体は銅や鉄に比べれば機械的強度が劣る。
・バルク超電導電動機の研究報告
 バルク体を永久磁石と置換し界磁子に用いたバルク超電導電動機の研究については、東京海洋大学
（TuM：sAT）や福井大学（univ． of Fukui）のグループのほかに、イムラ（IMuRA）らのグループやJR東海
（JR central）で行われてきた（表1・1）。イムラらのグループでは、 Y系バルク超電導体を用いて過冷却
液体窒素温度下（65Klで最大出力3．5 kWの電動ゴルフ用カートの車輪駆動用直流電動機の試作に成功
している。着磁は、バルク体の周囲に設置された着磁専用コイルから発生するパルス磁場によって行わ
れる。また、プリント電機子が回転する回転電機子型であり、その詳細は伊藤の論文で与えられている
［5， 30］．
 JR東海のグループは、 Y系のバルク体を8個用いた8極の最高回転数：600 rpm、出力：1．5 kW、
最大トルク：25Nmのラジアルギャップ型同期電動機を開発、発表している［31］。この同期電動機のバ
ルク体が構成する界磁子は固定であり、界磁子をとりまく外側の電機子が回転するアウターロータ型で
ある。バルク体は直結された冷凍機からの熱伝導によって固定界磁子ごと30Kに冷却される。バルク
体の着磁はイムラグループと同じく着磁専用のコイルを外部から取り付けて青磁する機構であり、直径
60mm、高さ15 mmのY系バルク体に対し最大1．6 Tのパルス磁場を印加し、バルク体表面で最大捕
捉磁束密度：0．6T、電機子位置における有効磁場：0．3 Tを得ている。イムラ、 JR東海の同期電動機は
ともに固定界磁であり、回転体に冷媒を供給する必要がなく冷却も容易である。
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表1・1バルク体を用いた超電導電動機
IMURA JR centralTUMSAT， Univ． of Fukui
Motor type
Rated speed ［rpm］
Output ［kW］
Bulk type
Number ofpoles
Operating七emperature［K］
Synchronous
Axial－gap
   6000
   3．5
    Y
    20
    65
Synchronous
Radial’gap
   600
    1．5
    Y
    8
    30
Synchronous
Axial’gap
   720
    16
   Gd
    8
    77
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1．7 本研究の目的
 近年、バルク高温超電導体の研究開発の進展は著しく、既に77：KにおいてY系バルク体で1．5T、
Sm系では2Tを越える捕捉磁束密度が得られている。また、30 K付近で捕捉磁束密度が17 Tの材料
も開発されており、この値は永久磁石のそれをはるかに超越している【7］。我々の研究グループにおいて
も既述のとおり、バルク体の優れた磁束密度特性に着目しバルク体を擬似永久磁石として船舶推進用電
動機の界磁子に応用している。また、最近ではバルク体を擬似永久磁石として利用するだけでなく導体
として利用する動きも活発化し、77Kにおいて四千Aの通電が可能なバルク導体も開発されている。
そして、これらのバルク体は材料技術の向上から実用上の機械的強度も向上し、機器応用への展望も広
がりを見せている。しかし、日本をはじめ世界各国でバルク体を応用した機器開発が盛んに行われる中、
未だ実用化までは程遠く、研究室の試作機レベルであるものが多い。その要因として機器応用へ向けた
要素技術の総合的な確立が不十分であることが挙げられる。
 我々のグループでは、超電導電動機の実用化に向け、バルク体を軸とする総合的な要素技術の確立を
図った。具体的には、
1．着磁（パルス着磁）技術
2。機器実装の技術
が挙げられる。工．一尉（パルス着磁）技術について、我々は既に液体窒素温度でGd系バルク体に対し
簡便に永久磁石を上回る磁束密度を得ることに成功している［32］。2．機器実装の技術については、実際
にバルク体を実装した試作機を製作し、確立を図った。この結果については、第3章で述べる。また、
本研究では、電動機性能を向上させるための着磁要素技術に関する研究も合わせて行った。これを以下
に示す。
1．印加磁場の最適化
2．バルク体の性能向上
3．着磁温度の最適化
 1．印加磁場の最適化については、まず着磁コイル径や印加ピV一一一Lク磁場のパラメータを変化させて着磁
することで、着磁の基礎特性について調査した（4．1節参照）。次に、これらのパラメータを組み合わせ
て着磁を行うことが出来る磁束密度分布制御コイル【33］を製作し着磁を行った（4．2節参照）。また、2．バ
ルク体の性能向上については、高い飽和磁束密度を持つ軟磁性体を挿入したバルク体を用いて着磁を行
った（4．3節参照）。3．着帽温度の最適化については、冷媒を液体窒素（沸点：77K）から液体ネオン
（沸点：28K）に変更し、液体窒素の沸点よりも低温領域で着磁を行った（4．4節参照）。
25
第2章実験試料・装置概要
2．1試料
2．1，1Gd系バルク超電導体
 実験試料として、新日鐵製のGd・Ba・Cu・0系バルク高温超電導体（仕込み組成：Gd1Ba2Cu306．g 70．9
wt。％， Gd2BaiCuiOs．o 19．2 wt．％， Pt O．5 wt．％， Ag 9．4 wt．％， QMG）を用いた。試料のサイズは直径60
mm、高さ20 mmである（図2・1）。側面は自己破壊抑制のためにステンレスの側帯をつけている。なお、
本試料のFCによる捕捉磁束密度分布を図2・2に示す。
i／． ，r． so sL’．・ l eO “o tro ．． i30． ，40
図2・1 Gd・Ba・Cu・0系バルク高温超電導体
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図2・2 FCによる捕捉磁束密度分布。最大捕捉磁束密度：1．10 T、総捕捉磁束量：
  129mWb（バルク体表面からホールセンサまでの距離は3．5 mm）
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2．1．2 張り合わせバルク超電導体（Stacked layered bUlk）
 バルク体に対しパルス着磁を行うと、GS領域において捕捉磁束密度分布が乱れやすい傾向がある。
これはパルス着磁中、GS領域に存在する磁束線の動きがGSB領域に比べて流動的であることに起因す
る（1．4．2．4節）。Kimuraらはこの問題に対し、パルス着磁中においてGS領域に存在する磁束線の動
きを抑制すれば捕捉磁束密度の落ち込みを最小化できると考え、張り合わせバルク体を作製、実験を行
った［34］。
 張り合わせバルク体はその名のごとく、図2－3に示すように二つのバルク体が張り合わされている。
ここで用いられた二つのバルク体は新日鐵製のGd・Ba・Cu・O系バルク高温超電導体（仕込み組成：
Gd1Ba2Cu306．970．9 wt．％， Gd2Ba1Cu105．019．2・wt．％， Pt o．5 w七．％， Ag 9．4 wt．％， QMG）で、サイズは
直径60mm、高さ10 mmである。これらのバルク体は既存の直径60 mm、高さ20 mmのバルク体が
円盤状にスライスされたもので、それぞれの種結晶平面を含むディスクのみが張り合わせバルク体用に
採用された。二つに切り出されたバルク体は図2・3（a）に示すように種結晶面がそれぞれ外側を向くよう
に配置・張り合わされた。また、図2・3（b）に示すように、上部のバルク体と下部のバルク体は、a－b結
晶平面軸の回転方向に45deg．ずらされている。これにより、一方のバルク体のGS領域の脆弱な捕捉磁
束特性をもう一方のバルク体のGSB領域がカバーすることになり、2．1．1で述べた一般的なバルク体よ
りも捕捉磁束密度分布の均一化、すなわち着磁特性の向上が期待できる。
 ここで静磁場二二による捕捉磁束密度分布を図2・4に示す。最大捕捉磁束密度は1．56T、総捕捉磁束
量は1．31mWbであった。また、パルス着旧においてもGS領域における捕捉磁束密度の落ち込みが減
少したこともKimuraらによって報告されている［34］。この張り合わせバルク体は後述するバルク超電
導電動機の界磁磁石に一部採用されている。
（g）
 一f 一   』  駈
一    一@津 一  、w  一
Z馬@、
〈b＞
． GS
GSB
図2・3 張り合わせバルク体の模式図。（a）両方の種結晶平面は図中の矢印のように外側の面を向いてい
 る。（b）二つのバルク体はa 一b結晶平面軸の膏血方向に対して45deg．ずらして積み重ねられている。
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図2・4 FCによる捕捉磁束密度分布。最大捕捉磁束密度：1．56 T、総捕捉磁束量：1．31 mWb（バルク
            体表面からホールセンサまでの距離は0．5mm）
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2．2 パルス着磁装置
2．2．1 着磁コイル（渦巻き型コイル）
 本研究では着磁コイルに渦巻き型コイル（図2・5）を用いた。渦巻き型コイルの発生磁場は、円錐状で
バルク体の捕捉磁束密度分布に類似しているため（図2・6）、バルク体の着磁に適していると考えられる。
また、渦巻き型コイルの直径の違いが着磁特性にどのような影響を与えるかを検証する実験においては、
直径が84mmの渦巻き型コイル（4．1節ではAコイルと呼ぶ）と60 mmの渦巻き型コイル（同様にB
コイル）、44mmの渦巻き型コイル（同様にCコイル）を用いた。渦巻き型コイルの種類とその特性を
表2・1に示す。さらに、バルク体と渦巻き型コイルの配置は、図2・7に示すように、バルク体を一対の
コイルで挟むスプリット型とした。スプリット型配置による着磁は、上部と下部のコイルから発生した
印加磁場のベクトルが足し合わされる。その結果、バルク体のz軸方向の磁場が強まるという特徴を持
つ。
．， ． sc 100 ・～0  43e
図2・5渦巻き型着磁コイル（Aコイル）
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図2・6 定電流（8A）におけるBコイルの発生磁場
 表2・1渦巻き型コイルの種類とその特性
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図2・7バルク体と渦巻き型コイル（Aコイル）の配置
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2．2．2 パルス着磁電源
 着磁電源には大きく分けると2つのタイプがあり、着磁コイルに定常的に磁場を発生させる直流電源
式と、コンデンサに充電したエネルギーを使い、瞬間的に磁場を発生させるコンデンサ式がある。本研
究のパルス着磁電源は後者のコンデンサ式（静電容量：65000μF）である。着磁電源の回路図を図2・8
に示す。コンデンサへの充電はCockcroft’walton回路を用いている
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図2・8 パルス電源装置回路図
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2．2．3 パルス電流波形
 パルス電流波形を求めるためには、Shunt抵抗を流れる電流について、その抵抗電圧から過渡的電流
をみればよい。図2－8の放電回路はパルス電源のコンデンサ容量をC、着払コイルのインダクタンスを
L、着磁コイルと配線を合わせた抵抗をRとすると、等価回路として図2・9のように表される。コンデ
ンサの電荷をqとすると、2・1式が成り立つ。
    五富＋R窪＋き9一・       （2一・）
強磁場発生回路では、一般に
    R．2k （2．2）
が成り立つので、コンデンサの充電電圧をVとして、初期条件を
    q（O） ＝CV （2－3）
    i（o） 一一一E（ltL （o） 一〇 （2－4）
        dt
                    dq（のとすると、2・1式より求められる電流i（t）ニー                       は、2・5式で表される減衰振動となる。                     dt
        V 一L    i（t） ＝十e Tsin tut （2’5）       五ω
ここで、減衰の緩和時間τと振動数ωは、次のように表される。
    。…星            （2．6）      R
    to－Vk一（S，）2 ，，．，，
実際の回路では、逆向きの電流はダイオードでカットされるので最初の半波だけとなる。したがって、
パルス電流波形は急激に立ち上がり、その後なだらかに減少する。電流の最大値施。。と、その立ち上が
            di（t）り時間（Rise・time）：6iseは               ＝0より             dt
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t．．一一 ＝ 一L tan’i mo
｝Nise   to
（2－8）
♂一一ﾚ鴫t学〕 （2－9）
となる。6iseはコンデンサの充電電圧に依存せず、 しやCの減少及びRの増加と共に減少する。また、
血腿はVに比例し、L／C及びRの増加と共に減少する。
A B
i”：’
swf
＋9’
一9
c
L
図2－9 図2・8に示したパルス電源と着磁コイルからなる充放電回路の等価回路図。Lは着磁コイルの
    インダクタンス、Cはパルス電源の静電容量、 Rは回路全体の抵抗を表す。スイッチをA側に
    してコンデンサに充電した後、B側に切り換えて着磁コイルに放電する。逆向きの電流はダイ
    オードでカットされ、放電電流は最初の半波だけが流れる。
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2．3 局所磁束密度測定装置
 バルク体表面の局所磁束密度測定装置の概要を図2・10に示す。測定装置はバルク体表面に配置する
ホールセンサとホールセンサを固定する台、測定コンピュータから成っている。測定に用いたホールセ
ンサは東芝セミコンダクター社製、THS 118である。ホールセンサはバルク体表面のGS上に直線状に
5つ配置する。具体的には、バルク体中心にセンサ3、中心から15mmの位置にセンサ2及びセンサ4、
中心から30mmの位置にセンサ1及びセンサ5を配置する（図2・11）。バルク体とホールセンサの距
離はOmmである。ホールセンサの測定電流は1mAであり、ホール電圧を測定コンピュータ（東陽テ
クニカ社製Nicolet Odyssey）でモニタリングする。また、同時にパルス着磁電源のShunt抵抗にかか
る電圧を計測する。
量oComputer
Table
Hall sensor
Magnetizing
coil
Shunt
resisセヨnce
＃
Bulk sample
  Liguid nitrogen
Pulse generator
図2－10 局所磁束密度測定装置の概略図
34
 図2・11ホールセンサ（東芝セミコンダクター社製THS 118）の配置。ホールセンサはバルク体中
心にセンサ3、GS上に中心から15 mmの位置にセンサ2及びセンサ4、中心から30 mmの位置にセ
               ンサ1及びセンサ5を配置。
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2．4 残留磁束密度測定装置
 残留磁束密度測定システムの概要を図2・12に示す。測定装置はホールセンサとそれを二次元的に走
査させるアクチュエータ、そしてこれらを制御するコンピュータからなっている。ホールセンサからバ
ルク体までの距離は3．5mmである。
 ここで、測定に用いたホールセンサはEW：Bell社製、 BHT－921であり、感度は8Wrである。計測
する磁束密度はz成分であり、走査範囲は68×68mmで、走査ピッチは1．O mmである。ホールセン
サの測定電流は100mAであり、ホール電圧をデジタル電圧計でモニタリングする。
x－y stage
Hall sensor
Magnetizing
coil
Bulk sample
一翼り辱：
Liguid nitrogen
Computer
図2－12 残留磁束密度測定装置の概略図
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2．5 冷却機器（極低温冷凍機）
 バルク体の冷却方法としては、浸漬冷却の他に極低温冷凍機の利用がある。極低温冷凍機の利用を検
討する際の基本要件は冷凍温度と冷凍出力であるが、バルク体の冷却に用いられる冷凍機作動領域は温
度で20K～70K、冷凍出力で10W～100Wクラスである。この領域の冷凍機として標準的に用い
られるのは蓄三型冷凍機である。本節ではその蓄山型冷凍機iの概要（構成要素と分類）について示す。
その後、蓄二型冷凍機の中でも本研究の超電導電動機の超電導界磁の冷却に用いられたGM冷凍機につ
いて説明する［15］。
2．5．1 蓄冷型冷凍機の構成要素と分類
 蓄冷型冷凍機は、作動流体（一般的にヘリウムガス）の流体振動や圧力振動の位相差による蓄冷器内
での熱輸送を実現し、蓄冷器の一端で寒冷を発生する（吸熱する）エネルギー変換器である。蓄冷型冷
凍機の基本構成要素は流体振動（変位振動及び圧縮振動）を引き起こしている圧力振動源、低温及び室
温での機器外部との熱の出入り口である熱交換器、その間を結び仕事流から熱流へのエネルギー変換要
素である蓄二二、そして蓄冷器低温端での流体変位と圧力変動の位相差を制御する位相調整器である。
二二型冷凍機は、その構成要素の形式によって以下に述べる冷凍機に分類され、それぞれ固有の特徴を
持つ。特に圧力振動源には2形式あり、それらは①スターリング型と②GM型である［15］。①スターリ
ング型の圧力振動源はシリンダ内を往復動ずるピストンによる容積変化を直接利用して、正弦波状の圧
力変動を生成する（詳細については【35］を参照のこと）。一方、②GM型については、高速回転する回転
型圧縮機により、定常的に高圧のガスを吐出する高圧ポートと低圧で吸入する低圧ポートをそれぞれ高
圧弁（排気バルブ）と低圧弁（吸気バルブ）により交互に切り替え、短形波に近い圧力変動を生成する
圧力振動源を持つ（詳細については次回を参照のこと）。
2．5．2 GM冷凍機
 この節ではGM冷凍機の概要と動作原理、そして本研究で用いたGM冷凍機の特性について述べる。
・概要
 GM冷凍機iは1959年、 GiffordとMcMahonによって発明された冷凍機［36］で、クライオポンプや超
電導MRI（Magnetic Resonance Imaging）の冷却に利用され、現在最も広く産業界に普及している極低
温冷凍機である。GM冷凍機の最大の特徴は信頼性の高さにある。構造上、圧縮機と膨張機を分離して
設置できるため、両者を独立に運転することが可能である。小型の冷凍機を高速で運転しながら、膨張
機を低速で運転している。しかも、圧縮機本体はエアコンなどで使用されているフロン用圧縮機を流用
できるため、高信頼1生と低価格を実i現できる。いずれの冷凍機メーカも10，000時間以上のMTBM（Mean
Time Between Maintenance）を保証している［37】。
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・動作原理
 ここで、GM冷凍機の動作原理について説明する。 GM冷凍機は図2・13に示すように、コンプレッ
サ、吸気バルブ、排気バルブ、ディスプレーサ、蓄冷器、膨張機、シリンダ及び冷却ステージから構成
されている。コンプレッサは通常、高圧（吐出）側約2MPa、低圧（吸気）側約0．8 MPaで運転され
る。図2・13はGM冷凍機の1サイクル中の4つの行程におけるディスプレーサ及び吸・排気バルブの
開閉状態（開は○、閉は●）を示したものである。また、図2・14にはGM冷凍機の膨張室における圧
力と体積の関係（P－V線図）を示している。図2・13中の記号（a）、（b）、（c）、（d）は、それぞれ図2－14の
記号（A）、（B）、（C）、（D）に対応した状態を示している。
 状態Aは、膨張室の体積が最も小さい状態（体積0）を示している。このとき、排気バルブは閉じ吸
気バルブが開いて、高圧（殉のヘリウムガスが冷凍機内に流入する。流入したヘリウムガスは、ディス
プレーサの常温側の空間、蓄冷器内に充填され、膨張室は体積最小（0）のまま、圧力最大（殉となる。
 次に吸気バルブは開いたまま、膨張室の体積は最小（0）の位置から最大（Vm。x）の位置まで、ディスプレ
ーサが移動する。この過程では、高圧のヘリウムガスが蓄冷器を通って膨張室に流入する。井野器には、
蓄冷材と呼ばれる材料が充填されており、室温から極低温までの温度勾配が形成されている。したがっ
て、野砲器内を通過する高圧のヘリウムガスは蓄冷材と熱交換し、蓄巨材に冷やされた後膨張室に入る。
図2・14の（B）は、圧カー定（殉のまま膨張室体積が最大（玲虚になった状態を示している。
 ここで、吸気バルブを閉じ、排気バルブを開くと、膨張室内の高圧ヘリウムガスは蓄冷器を通って、
コンプレッサ低圧側へ流出し、体積最大（Vmax）のまま圧力が最大（殉から最小（⑳へと低下する（（B）→
（C）の過程）。このとき、膨張室内のヘリウムガスが膨張することによって寒冷が発生し、冷凍が行われ
る。
 さらに、吸気バルブ閉、排気バルブ開のままディスプレーサが移動し、膨張室体積は減少する。この
過程では膨張室は圧力最小（幻のまま体積のみ減少し、（D）では体積最小（0）、圧力最小（即の状態になる。
 （B）から（D）までの過程で、学割器を通過するヘリウムガスは、（A）から（B）の過程とは逆に、蓄冷材に
よって暖められながら、常温になってコンプレッサに戻る。すなわち蓄冷材は、1サイクルの中で、ヘ
リウムガスから奪った熱をいったん蓄えた後に、再びヘリウムガスへ戻す役割を果たしている。
 （D）の状態で、排気バルブが閉じられ、吸気バルブが開くことによって再び仏）に状態に戻り1サイク
ルが完成する。また、1サイクル中の膨張室におけるP一レ線図は、図2－14に示したように最大及び最
小圧力（盈，A）と最大及び最小体積（Vmax，0）によって囲まれた短形になる。1サイクルの問に発生する寒
冷量は、図2・14に示したP一Iz線図で囲まれる面積に相当することがギフォードらによって報告されて
いる［37］。
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・本研究で用いたGM冷凍機の特性
 図2・15は本研究で用いたGM冷凍機（CRYOMECH社製AL330）のコールドヘッドである。冷凍
出力特性を図2・16に示す。冷凍能力は冷却ステージの温度が50K、周波数が50 Hzの場合で141 W
である［38］。冷却ステージでは冷凍機の作動流体であるヘリウムガスが冷媒を冷却・液化する。今回の
研究で用いられた冷媒はネオン（沸点：27K）で、ここで凝縮されたネオンは後述する超電導電動機の
冷却に用いられた。
・tsp’Z．：i：
図2・15 本研究で用いたGM冷凍機のコールドヘッド（冷媒凝縮部）
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第3章バルク超電導電動機
3．1 はじめに
 本章では、製作した超電導電動機について述べる。まず、超電導電動機の構造や冷却法、着磁法につ
いて述べた後、性能評価試験の結果について述べる。後半では、界磁構造を多層化した試作機の特性に
ついて述べる。
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3．2 単層界磁型バルク超電導電動機
3．2．1 構造
 本研究で製作したバルク超電導電動機の構造図を図3－1に示す。電動機の形式は回転界磁子と固定電
機子が回転軸方向に直列配置されるアキシャルギャップ型である。回転界磁子は、図3－2のように界磁
板の円周に沿って配置された8個のバルク体から成っている（使用したバルク体は張り合わせバルク体。
詳細については2．1．2節参照）。固定電機子コイルは着磁コイルと併用であり、回転界磁子の片側6個ず
つ、両側合わせて12個配置されている。従って電機子は6極である。コイルのサイズは直径84mm、
高さ19mmである（詳細は2．2．1節参照）。バルク体への着磁はスプリット型配置された電機子コイル
にパルス電流を流し、パルス磁場を印加することにより行う。
 電動機のサイズは直径500mm、長さ650 mmで、定格出力（設計仕様）は720 rpmで15 kW（電
機子電流：100A時）である。電動機本体は、非磁性体（SUS304）で構成されており、磁気回路を形成し
ない。さらに、製作した超電導電動機は以下の特徴を持つ。
1
2
3
4
5
バルク体の冷却は液体窒素（沸点：77K）を用いるが、他の冷媒（ネオン、ヘリウム等）にも換装が可
能である。
回転界磁子冷却は、回転軸内部を流れる冷媒の熱伝導によって行われる。
電動機内部は真空が保たれているので、空気抵抗による粘性損失がない。
回転子にブラシや鉄心が使用されていない。
バルク体だけでなく電機子コイルも循環冷媒で冷却しているので、電機子コイルの超電導化にも対
応できる。
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図3・1超電導電動機の構造図（単層回転界磁型）
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図3・2 回転界磁板上のバルク体の配置
3．2．2 バルク体の冷却
 これまでのバルク超電導電動機のバルク体の冷却方法は、液体窒素等の冷媒を機器内部に満たし界磁
子ごと浸漬冷却するのが主流であった。しかし、運転時において、液体窒素による流損やケーシングの
問題が生じていた。この問題に対し、新たに考案された冷却方法が界磁子をケーシングしてその中に液
体窒素を満たす方法（浸漬冷却方式と呼ぶ）である。この場合、浸漬冷却した場合と同じ冷却効果が得
られるが、ケーシングのためバルク超電導体と電機子とのギャップが大きくなってしまう（図3・3（a））。
バルク体の磁束密度の減衰は、1．2．5節で述べたように、永久磁石よりもはるかに大きい。ここで、図3・4
にし2．5節で述べたBp（z）の式より得られたバルク体の磁束密度の減衰を示す。この図より、バルク体か
ら2mmのギャップが生じた場合でも磁束密度は20％以上減衰することから、界磁子と電機子とのギ
ャップはできるだけ小さいほうが望ましいことがわかる。また、バルク体はその結晶性から。軸方向の
熱伝導よりも、a’b軸面内における熱伝導の方が優れていることがわかっている。そこで、これらの用
件を踏まえ、本電動機の冷却方法として、界磁板の内部に冷媒を循環させa’b軸方向の熱伝導でバルク
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体を冷却する方法（熱伝導冷却方式と呼ぶ）を考案した（図3・3（b））。図3・5にそれぞれの冷却方式によ
るバルク体の冷却試験の結果を示す。冷媒は本電動機と同様に液体窒素とした。また、それぞれの冷却
方式の設計条件を表3・1に示す。その結果、熱伝導冷却方式は電機子とのギャップを浸漬冷却方式より
もはるかに小さい1．Ommにしつつ、浸漬冷却方式と同等の冷却特性を得た。また、熱伝導冷却方式は
ケーシングが省略できるので熱容量、重量ともに浸漬冷却方式に比べ半分以下に低減することができた。
したがって、本電動機ではバルク体の冷却に熱伝導冷却方式を採用した。
Refrigerant
（a）浸漬冷却方式
Themal conductionThemal conduction
Refrigerant k．，1 uik HTQ／i／／ Refrigerant
（b）熱伝導冷却方式
図3・3 バルク体の冷却方法
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バルク体の磁束密度の減衰
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表3－1冷却方式の違いによる回転界磁子の設計条件及び諸特性
Air“gap （Bulk ’ Armature）
     ［mm］
      ThermalThi kness
      capacity
 ［mm］
       ［JK］
Weight
 ［kg］
Conduction cooling type
Immersed cooling七ype
1．0
5．5
20
24
2096
4778
3．55
8．09
3．2．3 冷媒供給機構
 本電動機iは、バルク体が配置された界磁板が回転軸と一体となって回転するので、回転するバルク体
に安定して連続的に冷媒を供給する機構が必要となる。その機構として我々は、北野精機㈱と共同で低
温用ロータリージョイントを製作した。このロータリージョイントは、冷媒を回転体側面から供給し還
流させる設計になっており、装置の設置面積がなるべく小さくなるよう配慮されている。実機による実
験の結果として、最大800rpmにおいても安定した冷媒の供給が可能であった。この機構はネオンなど、
異なった冷媒にも適用可能である。
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図3・6 ロータリージョイント外観
3．2．4 機器内でのバルク体の着磁方法とその固定方法
 パルス岬町では、着磁の瞬間にバルク体と電機子コイルとの間で電磁力が生じる。この電磁力は1kN
に達し、バルク体が実装された回転界磁板の回転方向に強い衝撃力が加わる。この衝撃により回転界磁
板が回転し、バルク体に対し適切な印加磁場を与えられず効率的な着磁が困難になる。また、軸や界磁
子、電機子が破損して電気的な短絡を誘発する危険性もある。これらの問題はバルク体に与える印加磁
場が高いほど顕著になる。そこで我々は、単磁時において回転界磁板の回転移動を防ぐための機構
（Pulsed・field Magnetization Stabdhzer， PMS）を考案・導入した（図3・7）。これは、パルス堅甲時に回転
界磁板を所定の位置で固定し、捻れ力を吸収するものである。PMSは、ガラス繊維強化複合材料（Glass
Fiber Reinforced Plastics， GFRP）で作られたブロックとそれを押さえつけるシャフトから成る。着磁時
には、ブロックを回転界磁板に押さえつけることによりその回転を抑制し、バルク体の位置を固定する。
また、電動機の運転時はブロックを開放することができる［39］。
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図3・7Pulsed・丘eld Magnetization Stabilizer（PMS）の回転時配置（a）及び着磁時配置（b）
3．2．5 着磁試験
3．2．5．1実験方法
 着磁は、回転界磁板を前節で述べたPMSで固定した後、パルス電流を電機子コイルに流すことで行
われた（電機子コイルは着磁コイルと併用）。その際図3・8のようにバルク体の中心とスプリット型
配置された電機子コイルの中心が一致するように位置を調節した。使用したコイルのサイズは直径84
mm、高さ19 mmであった（詳細は2．2．1節参照）。また、バルク体には張り合わせバルク体を使用し
た（詳細については2．1．2節参照）。また、電機子電流と同期させて機器を駆動させるために、回転界磁
板の隣り合うバルク体の磁極が反対になるように印加磁場の極性を換えて着磁を行った。本実験では着
磁回数を3回とし、印加ピーク磁場を4．6T→4．4T→5．OTと変化させた。パルス電流の立ち上がり時
間は3．2msであった。捕捉磁束密度は、電機子コイルの横に配置されたホールセンサ（F． W：Be11社製
BHT・921）で計測した。バルク表面からホールセンサまでのギャップは1．5 mmであった。
Bulk
Shaft
図3・8 回転界磁板の着磁時の配置
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3．2．5．2 実験：結果
 表3－2に着磁直後の各バルク体の最大捕捉磁束密度を示す（A～Hは8極のバルク体の名称）。隣り
合うバルク体の値の正負が反転しているのは、電機子電流と回転界磁の磁場を同期させて電動機を駆動
させるためにN極とS極を交互に着旧したからである。この表から、着磁回数を経るごとに値が増加し
ていることがわかる。全着磁終了直後の最大捕捉磁束密度の平均値は0．53Tであり、永久磁石を越える
磁束密度を機器内で発生させることに成功した。また、この値は、バルク体とホールセンサとのギャッ
プをOmmにすると0．65Tになる。
 三斜を行った後、電機子に交流電流を通電することにより回転界磁板を回転させることに成功した。
この際インバータには三菱電機製、MD－AX500を用いた。また、回転数：875 rp mまで回転試験を
行い、安定した回転運動を確認した。また、界磁子への冷媒（液体窒素）の安定供給も確認した。
表3・2 各バルク体の最大捕捉磁束密度とその平均値：［T］
PFM A B C D E F G H Ave． （mod．）
lst
2nd
3rd
O．36 一〇．34 O．34 一〇．37 O．34 一〇．33 O．36 一〇．34
0．44 一〇．43 O．43 一〇．46 O．42 一〇．41 O．45 一〇．41
0．53   つ．53   0．53   －0．57   0．55   －0．51   0．56    ・0．48
O．34
0．43
0．53
3．2．6 性能評価試験
3．2．6．1 トルク定数特性
 電動機のトルク：Tは1－26式の他、次式で与えられる。
    T＝ KTip （3－1）
1は電機子電流、φはバルク体の総捕捉磁束量、Kは定数である。ここで、φκはトルク定数として定
義され、単位電流あたりに発生できるトルクの大きさを表す。このトルク定数が大きければ大きいほど
効率の良い電動機といえる。
 トルク定数の測定は、着絶後、電機子に直流電流を流して行った。図3・9に測定結果を示す。これよ
り、静止トルクは電機子電流に対して直線的に増加することがわかる。トルク定数：区は直線の傾き
から求められ、1．08 NmlAであった。
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3．2．6．2 発電特性
 発電試験は図3・10のように超電導電動機と永久磁石（PM）電動機（安川電機製SST4・23P7AEA）とを
直結し行った。測定電圧は開放状態の単相電圧とした。計測用のパワーメータ（マルチメータ）には横
河電機製、WT 1600を使用した。
AC Power
rource
lnverter
Multimeter
1
PM
lotor
HTS
lotor
図3－10 発電試験の概略図
 PM電動機の回転数を変化させた時の単相電圧波形を図3・11に示す。回転数は115 rpm、230 rpm、
345 rpm、460 rpmである。波形は、どの回転数においても歪みが生じていた。この歪みの発生原因を
究明するため、発電シミュレーションモデルを製作し、実際測定された波形との比較を行った。発電シ
ミュレーションモデルには、バルク体中心で磁束密度のピーク値を得る円錐型に近い分布（図3・12）と磁
束密度がGS部分で落ちこむ歪んだ分布（図3・13）を用いた。
 電動機の設定回転数を200rpmとした時のシミュレーション結果を図3・14に示す。円錐型に近い分
布モデルを用いたシミュレーション結果では発電波形の歪みは見られず、正弦波に近い波形であった。
一方、磁束密度分布が歪んだモデルの結果は、実際に得られた発電波形に類似していた。このことから、
製作した電動機のバルク体の捕捉磁束密度分布は、円錐形ではなく歪みが生じているものと推測される。
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3．3 複層界磁型バルク超電導電動機
 電動機のトルクは、界磁子の総捕捉磁束量が多いほど大きい（3・1式参照）。アキシャルギャップ型電
動機は、回転子を多層構造にすることで総捕捉磁束量を増加させることができる（図3・15）。そこで我々
は、電動機の高トルク化を目指し、総捕捉磁束量を増加させるために複層回転界磁型（回転界磁子層1
二層＋電機子層：三層）電動機（以下、複層型電動機）の製作、評価を行った。尚、我々はこの電動
機の設計に当たり、複層界磁構造モデルを製作し実験を行い、複層界磁における着磁技術を確立した【40】。
K．1；IYI；・
・「縺F玉
解3・15 回転子の多層化
3．3．1構造
 本研究で製作した超電導電動機の構造図を図3・16に示す。電動機の形式は3．2節で述べた単層回転
界磁型電動機（以下、単層型電動機）と同様に、回転界磁子と固定電機子が回転軸方向に直列配置され
るアキシャルギャップ型である。複層型電動機の冷却機構や回転界磁板固定機構の構造は、単層型電動
機と同様である。着磁の中間電機子部は図3・17に示すように構成されており、中間電機子は樹脂製
（G－10）の本体・ブタにより保持され、固定ねじで締結されている。また、各コイルの隙間には絶縁性接
着剤（スタイキャスト：2850FT）が含浸されている。スタイキャストは熱膨張係数が低く、絶縁性が
あると同時に高い熱伝導率を持っているので、中間電機子を冷却するのに適した材料である。
 複層型電動機では被冷却部分である回転界磁板等が単層型に比べて3倍以上の体積を持っており、着
磁が可能になるまでの冷却時間、すなわちバルク体の温度がTc以下になるまでの時間が大幅に増加する
と共に、冷却に要する冷媒の量も増加すると考えられた。しかし実際の冷却時間は、単層型電動機の130
min．に対し複層型電動機は160 min．であり、予想よりも短時間であった。
電動機のサイズは直径600mm、長さ730 mmで、定格出力（設計仕様）は720 rpmで60 kW（電機
子電流＝100A時）である。また、製作した複層型電動機は、回転界磁板を最大3層まで増設することが
可能な設計としている。
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図3・16 超電導電動機の構造図（複層回転界磁型）
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図3・17 中間電機子の固定方法
3．3．2 着磁試験
3．3．2．1実験方法
 着磁は回転界磁板をPMSで固定した後、パルス電流を電機子コイルに流すことで行われた（電機子
コイルは着磁コイルと併用）。その際、図3・18のようにバルク体の中心とスプリット型配置された電機
子コイルの中心が一致するように位置を調節した。使用したコイルのサイズは直径84mm、高さ19 mm
であった（詳細は2．2．1節参照）。また、使用したバルク体は直径60mm、高さ20 mmのGd系バルク
体であった（2．1．1節参照）。本実験では着磁回数を2回とし、印加ピーク磁場を3．7Tとした。パルス
電流の立ち上がり時間は11．Omsであった。また、2つの回転界磁板のうち、出力軸側の回転界磁板を
第二層（No．2plate）、他方（ロータリージョイント側）を第一層（No．1 plate）と呼ぶこととする。捕捉磁
束密度の測定は電機子コイルの横に配置されたホールセンサ（東芝セミコンダクター社製THS 118）に
より行った。ホールセンサの配列は図2・11に示すとおりである。バルク表面からホールセンサまでの
ギャップは1．Ommであった。
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図3－18 回転界磁板の着守門の配置
3．3．2．2 実、験結果
 表3・3に2回目の着磁終了直後の各バルク体の最大捕捉磁束密度を示す（A～Hは8極のバルク体の
名称）。この表から、第一層と第二層の最大捕捉磁束密度の平均値は、それぞれ0．56T、0．37 Tと、大
きな開きがあることがわかる。この原因として、第二層目に「エポキシ樹脂」を含浸したバルク体を用
いたことが挙げられる。一般的に、エポキシ樹脂の含浸はバルク体の機械的強度を上げるために行われ
るが、熱容量が増加する。これより、バルク体が冷却されにくくなり、捕捉磁束特性が低下したものと
考えられる。尚、第一層と第二層における全てのバルク体の最大捕捉磁束密度の平均値は0．47Tであっ
た。また、この値は、バルク体とホールセンサのギャップをOmmにすると、0．54Tになる。
 次に、図3・19に回転界磁板の捕捉磁束密度分布を示す（着磁直後のクリープによりピーク値は表3・3
のそれと一致しない）。（a）に回転界磁板第一層、（b）に回転界磁板第二層の分布を示す。各バルク体と
も中心にピーク値が存在するものの、バルク体の一部領域で磁束密度が落ち込んでいる。着時を行った
後、電機子に交流電流を通電することにより回転界磁板を回転させることに成功した。この際、インバ
ータには三菱電機製、MD・AX500を用いた。
         表3・3 各バルク体の最大捕捉磁束密度とその平均値：囮
Plate numberA B C D E F G H Ave． （mod．）
No．1
No．2
O．67 一〇．55 O．47 一〇．63 O．58 一〇．50 O．58 一〇．49
0．37 一〇．38 O．45 一〇．36 O．39 一〇．35 O．31 一〇．34
O．56
0．37
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図3・19 各回転界磁板におけるバルク体の捕捉磁束密度分布：［T］。（a）回転界磁板第一層と（b）回転界
                    磁板第二層
3．3．3 性能評価試験
3．3．3．1 トルク定数特性
 バルク体を着呼した後、電機子に直流電流を流しトルク定数の測定を行った（図3・20）。複層型電動
機のトルク定数雌は単層型電動機の1．08 NmlAに対し、1．32 NmlAとあまり増加しなかった。この原
因は、バルク体表面の最大捕捉磁束密度の平均値が単層型の0．65Tに対して複層型は0．54 Tと少なか
ったとためと考えられる。この理由としては、複層型電動機では捕捉磁束特性の優れた張り合わせバル
ク体（2．1．2参照）ではなく、既述のように含浸バルクを使用しているからである。しかし、複層型電動機
に良質なバルク体を実装し、単層型以上に磁束を捕捉できれば、更なる高トルク化が期待できる。
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図3・20 静止トルクの推移
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3．3．3．2 連続運転特性
 連続運転は無負荷状態で50rpm～300 rpmの速度域で行い、数回、バルク体の磁束密度を計測した。
計測した回転界磁板は第一層とした。尚、着磁直後のクリープを考慮して、連続運転は着磁後一時間経
過してから開始した。
 図3・21に磁束密度の推移を示す。センサ3の連続運転終了後の磁束密度の減少率は、連続運転開始
時の4％程度であった。また図3・22から、磁束密度分布も連続運転前後でほとんど変化しないことも
わかる。この結果から、回転運転において電機子から発生する交流磁場が、バルク体の磁束密度に与え
る影響は少ないといえる。また、これより400min．以上の連続運転においても、ロータリージョイント
による回転界磁板への冷媒供給が正常に機能していることわかる。
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図3・21連続運転における磁束密度の推移
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図3・22 連続運転前後の回転界磁板の磁束密度分布。（a）連続運転前、（b）連続運転後
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3．3。3．3発電特性
 複層型電動機においても単層型電動機と同様に、超電導電動機をPM電動機と直結し、発電試験を行
った。測定電圧は開放状態の単相電圧とし、運転回転数を200rpmとした。計測された単相発電波形を
図3・23に示す。誘起電圧は単層型電動機に比べ上昇し、誘起電圧波形も単層型電動機に比べ、波形ピ
ーク付近で改善が見られた。誘起電圧の向上は界磁層数増加による総捕捉磁束量の向上に起因するもの
と推測される。また、誘起電圧波形の改善については、単層型電動機に対しバルク体の数が倍になった
ことで電機子コイルに与えるバルク体の磁束密度分布が平滑化されたためと推測される。しかし、発電
波形が改善されたとはいえ、図3・14に示したシミュレーションモデルによる正弦波のような形状には
及ばず、着磁法の改良等による磁束密度分布の改善が必要である。
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図3・23 単相発電波形（単層型との比較）
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3．4 まとめ
・単層界磁型バルク超電導電動機
 我々はバルク体を界磁子に用いた超電導電動機を製作し、バルク体を機器内でTc以下まで冷却・着
磁し、回転試験を行った。また、性能評価試験としてトルク定数測定、発電試験等を行った。得られた
数値を表3・4に示す。最高回転数は850rpmを達成し、本電動機が船舶推進用電動機として使用され
る際の定格回転数：720rp皿をクリアした。
 今後の課題としては、更なる電動機の出力向上が挙げられる。そこで、この問題を解決するために、
複層回転界磁型の電動機を考案、製作した。
・複層界磁型バルク超電導電動機
 単層界磁型電動機の実験結果を踏まえて、電動機の高出力化を目指し、回転界磁板を二層、電機子層
を三層とした複層界磁型の電動機を製作、評価を行った。複層界磁型の電動機は、構造的に中間電機子
層にある電機子コイルが二層の回転界磁に寄与する電機子コイルになるため、電機子層を一層増やすだ
けでよい。また、複層界磁型電動機は一つの回転界磁板や電機子が破損した場合でも、残りの回転界磁
板や電機子で駆動できることから冗長性に優れている。
 ここで、試験によって得られた数値を表3・4示す。単層界磁型電動機に比べ高トルク、高出力化する
ことが出来た。連続運転試験については、400・min．以上を達成し、耐久性の面で実用化への一歩を踏み
出すことが出来た。また、連続運転終了後のバルク体の磁束密度の減少率は4％であったことから、連
続回転における電機子の交流磁場がバルク体の磁束密度に与える影響は微小であるといえる。また、発
電試験においては、単層型に対し誘起電圧波形に改善が見られた。これは、バルク体の数が単層型電動
機に対し倍になったことで、電機子コイルに与えるバルク体の磁束密度分布が平滑化されたためと推測
される。
 最後に、バルク体に対し永久磁石を上回る磁束密度を得たが、既存の電動機を超越するパフォーマン
スを達成するには更なるバルク体の着磁特性の向上が不可欠である。そこで第4章では、電動機の性能
向上のため、バルク体の捕捉磁束特性の向上を目的とする実験を行った。
                表3・4 超電導電動機の性能
Single rotor type ’1）winned rotor type
Max． rotating speed ［xpm］
Torque ［Nm］
Const． number of the torque ［Nm／A］
Ave． maximum trapped flux density ［T］ （Gap ＝ O mm）
Output ［kW］
850
132．7
1．08
0．65
10
760
212．3
1．32
0．54
16
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第4章バルク超電導体のパルス着磁特性の向上
4．1 印加磁場分布の空間的制御
4．1．1 研究背景と目的
 超電導電動機の出力向上のためには、バルク体の総捕捉磁束量と最大捕捉磁束密度の向上、捕捉磁束
密度分布の整形が不可欠である。今回の実験では、着磁コイル直径を変化させ、それぞれの直径におけ
る着磁特性について検証し、着磁特性向上への足がかりとする。また、合わせてパルス着磁中に局所磁
束密度の測定を行って、渦巻き型着磁コイルによる着磁プロセス、すなわち磁束線がバルク体に侵入す
る過程を解明する。
4．1．2 実験方法
 パルス着磁は、バルク体を液体窒素に浸漬冷却した後、図2・7に示すような一対のスプリット配置さ
れた着磁コイルによって行われた。この実験に用いたバルク体は2．1．1節で述べたもので、直径は60mm、
高さは20mmであった。また、バルク体表面からホールセンサまでの距離が3．5 mmの下で、静磁場
着磁による最大捕捉磁束密度は1．10T、総捕捉磁束量は1．29 mWbであった。着磁コイルには表2－1
に示すような直径の異なる3種類の渦巻き型コイルを用いた（2．2．1節参照）。従って、Aコイル（直径
84mm）を着磁コイルに用いた場合、着磁コイルの直径はバルク体（直径60 mm）よりも大きくなる。
また、Bコイル（直径60 mm）を着磁コイルに用いた場合、着場コイルの直径はバルク体と等しくなる。
さらに、Cコイル（直径44 mm）を電磁コイルに用いた場合、町明コイルの直径はバルク体よりも小さ
くなる。国章回数は、空間的に制限された印加磁場の影響をみるために1回とした。また、印加ピーク
磁場（易）をそれぞれの着旧コイルに対して3．4T、4．9 Tとした。尚、印加磁場の立ち上がり時間は5．5 ms
とした。
 1．3．2節に示したように、バルク体は強い結晶異方性を持ち、結晶組織が場所ごとに異なるため超電導
特性が場所に依存する。この超電導特性の違いがパルス着磁に及ぼす影響を解明するために、着磁過程
においてバルク体表面上の局所磁束密度の測定を行った。その際ホールセンサ（東芝セミコンダクタ
ー社製THS118）は図4・1に示すとおり、バルク体GS上のほかGSB上にも配置した。センサ1はバ
ルク体中心部に、センサ2及びセンサ3はGSB上に中心から15 mmの間隔で、センサ4及びセンサ5
はGS上に同様の間隔で配置された。その後、ホールセンサ（：E W BeU社製BHT－921）を用いてバル
ク体表面の残留磁束密度の測定を行った。
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図4・1ホールセンサ（東芝セミコンダクター社製THS 118）の配置
4．1．3 結果及び考察
 ここでは、4．1．2節で述べた実験条件に基づき得られた結果について述べる。はじめに、捕捉磁束密度
分布の結果を示し、次にパルス着磁中の局所磁束密度の結果を示す。尚、ここでの捕捉磁束密度分布は、
x－剳ｽ面を試料表面にとり、捕捉磁束密度をz：方向とした。また、色の濃淡でその大きさを示す。
4．1．3．1印加ピーク磁場を3．4Tとした時のパルス着磁
・捕捉磁束密度分布
 図4－2に易＝3．4Tの条件で野州したときの分布を示す。 Aコイルで着磁を行った場合の分布（a）は、
側面からの形状が台形になる。すなわち、バルク体の外縁部において大きな磁場勾配を持つ。この外縁
部の磁場勾配はバルク体中心部よりも大きい。一方、Cコイルによって着磁を行った場合（c）は、バルク
体の場所にかかわらず一定の磁場勾配を持つ、円錐形の捕捉磁束密度分布になる。バルク体を超電導電
動機の界磁磁石として用いる場合、円錐形の分布は、電動機のスムースな回転運動に寄与する。そのた
めCコイルによる分布は電動機の回転運動に適しているといえる。また、（b）にBコイルによる着磁の
分布を示す。その形状の特徴はちょうどAコイルとCコイルの中間であることが分かる。
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・パルス着手中の局所磁束密度
 先に述べた、コイル径に依存する捕捉磁束密度分布の差異を解明するために、パルス着磁中に局所磁
束密度を測定した。図4・3の（a）と（b）、（c）にAコイルとBコイル、Cコイルによる波形をそれぞれ示す。
また、図4・3における一点鎖線は立ち上がり時間を示す。Aコイルを着磁に用いた場合の特徴として、
バルク体中心部（センサ1）の磁束密度のピーク値が、バルク体外縁部（センサ3，5）やバルク体内部
（センサ2，4）よりも小さいことが挙げられる。これは、着磁コイルにソレノイド型コイルを用いた場
合と同様の特徴である（1．4．2．1節参照）。加えて、立ち上がり時間付近のバルク体外縁部の磁束密度を
他のコイルと比較してみると、他のコイルよりも大きいことが分かる。これより、Aコイルの着磁によ
ってバルク体外縁部から侵入する磁束線の量は、他のコイルによる着磁よりも大きいといえる。外縁部
での急激な磁束線の侵入は、外縁部において急激な磁場勾配をもたらす。その結果、Aコイルによる捕
捉磁束密度分布は台形になるのである。
 一方、界磁コイルをCコイルにした（コイル径を小さくした）場合の特徴として、バルク体中心部で
観測されたピーク値が、他の位置のピーク値に比べ大きいことが挙げられる。また、このピーク値は、
他のコイルによるバルク体中心部のピーク値よりも大きい。このことから、磁束線が効率的にバルク体
の中心部まで侵入していることがわかる。この結果は、着磁コイルにソレノイド型コイルを用いた場合
と対照的であり、磁束線が試料中心部まで侵入しにくいパルス着磁においては画期的な結果である
（1．4．2．1節参照）。このように、小さいコイル径での下界はバルク体外縁部の印加磁場と磁束線の侵入
を制限させることができる。これにより、磁束線の運動に支配されるバルク体の発熱（1．4．2．2節参照）と
同様にバルク体のJc低下を軽減させることができ［41】、均一な捕捉磁束密度分布が得られたものと考え
られる。
 ここで、バルク体への磁束線の侵入プロセスについて述べる。図4・3より、磁束密度はバルク体外縁
部（センサ3，5）、バルク体内部（センサ2，4）、バルク体中心部（センサ1）の順でピークとなってい
る。これより磁束線はバルク体の外縁部から侵入しているといえる。しかし、パルス磁場印加直後（図
中のOms直後）には全てのセンサの値が反応していることから、磁束線の一部はバルク体の外縁部以
外、すなわちバルク体の上面（または下面）からも侵入している。また、バルク体中心からの距離が同
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じである、GSB上のセンサ2とGS上のセンサ4の磁場印加直後の値を比較すると、センサ4の方が大
きな値を得ている。これより、バルク体の上面（または下面）から侵入する磁束線は、GSから侵入す
る傾向があるといえる。さらに、注目すべき特徴として、センサ1（バルク体の中心部）の磁束密度が、
立ち上がり時間直後にピークに達していることが挙げられる。この特徴は、着磁コイルにソレノイドコ
イルを用いた場合の結果とは対照的である［20］。
 最後に、バルク体の場所依存性について述べる。図4・3において、GSB上のセンサ2のピーク値は
GS上のセンサ4のそれよりも小さく、ピーク値に至るまで遅れている。また、立ち上がり時間後の減
衰を比較するとセンサ2の方がわずかに小さい。これはGSBにおいては、磁束線が侵入しにくく脱出
しにくいことを示している。つまり、GSBはGSに比べて強いピンニングカを持っているといえる［42］。
 1．5r   i｝←一書レIR藝se咀tl『墳e  li 1／ ．．e’lr一．一．v“．一．．．．．．．．．gL4ε幅出ミ；≒
qさｨi ＿『◎・o 1“i／ii（。） GSB－H
   蓼       塁  ft 1： 1 i S 1◎    5    10   f5    20    25    30
         ロき  Time（壌◎ ＄ec）
 t5i    l
  il［繍me GS－
  h   ｛        GSB一   サ     タ1の撃奄k甑一、
9 ・．，紡舞12妻  ．
  i    ’  薔 睾   」    蓼        、  i  ’  l    k．  ；’    ・       禽駈」噛・∠直5
・・堰u；（b） 》 一一・
  韮
1．5
唾．0
e
qき 0．5
o 5    1◎    35    20    25    30
      リヨ   Time（重O sec）
5 4
135
1
2
3
t5 mm
α・ @     GS8、＿、‡一
   〇     5    10    15    2◎    25    30
            ロき         Tlme（10 sec＞
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          はBコイルによる波形、（c）はCコイルによる波形を示す
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4．1．32 印加ピーク磁場を4．9Tとした時のパルス着磁
・捕捉磁束密度分布
 図4・4に易＝4．9Tの条件で着磁したときの分布を示す。（a）よりAコイルで着磁を行った場合の分
布は、不均一なものになっている。これは、図の対角線上にあるGSBの捕捉磁束密度がGSより大き
いからである。一方、Cコイルによる分布を（b）に示す。疏＝3．4Tの条件で着尽したときと同様に均一
な円錐形であった。この結果からコイル径が小さい場合、高い易で着磁を行っても、分布は理想的な
円錐形がキープされ歪みにくい傾向にあることが分かった。
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図4・4Bb＝4．9 Tとした時の捕捉磁束密度分布。（a）はAコイルによる分布、（b）はCコイルによる分
                    布を示す
・パルス着磁中の局所磁束：密度
 β』＝4．9T場合、 Aコイルによる着磁の分布は前述のとおり不均一になることがわかっている。この
節では、この原因について述べる。図4・5にAコイルによるパルス着磁中の局所磁束密度の波形を示す。
 バルク体中心からの距離が同じ、GSB上のセンサ2とGS上のセンサ4の値を比較すると、センサ2
の方がピークになるまでに時間を要している。これは、GSB上における磁束線の侵入がGS領域におけ
る侵入より緩やかであることを意味している。また、磁束密度の減衰過程においても、GSB領域の磁束
密度の減少は、GS領域の減少より緩やかである。これらの結果は、易＝3．4 Tとしたときの結果と同様
であり、GSB領域が他の領域に比べて強いピン止め力を持っていることがわかる。つまり、 GS領域で
はGSB領域ほど多くの磁束線を捕捉することができないのである。
 加えて、GS領域のセンサ4や中心のセンサ1は、立ち上がり時間中あるいは直後に磁束密度が急激
に増加している（センサ1に関しては現：4．9Tに対して4Tの磁場が観測された）。これは磁束線がバ
ルク体に急激に侵入していることを示している。バルク体内部での磁束線の急激な運動は、発熱を引き
起こす（1．4．2．1、1．4．2．2節参照）。そして、バルク体のJcが低下しシールドカが減少することで、この
状態では、バルク体はもはや超電導体ではないと考えられる【43】。
 このように、以上述べた、バルク体の局所的なピン止め特性の差異と発熱による超電導特性の低下に
よって、捕捉磁束密度分布が不均一になると考えられる。
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4．2 磁束密度分布制御コイル法によるパルス着磁
42．1 研究背景と目的
 我々は前節で、捕捉磁束密度分布は着磁コイルの直径に依存することを述べた。着磁コイルの直径を
バルク体に対して小さくした場合、捕捉磁束密度分布は均一な円錐形状になる傾向がある。しかしなが
ら、得られる総捕捉磁束量や最大捕捉磁束密度は小さくなる。一方、着磁コイルの直径をバルク体に対
して大きくした場合、得られる総捕捉磁束量や最大捕捉磁束密度の値は大きいものの、捕捉磁束密度分
布は乱れる傾向がある。そこで我々は、図4－6に示すように、整形効果の高い小径コイルと着磁効率の
高い大回コイルを組み合わせ、双方の特徴を活かすことのできる二重構造の下等コイルを製作した。こ
の着旧コイルを「磁束密度分布制御コイル（以下、二重コイル）」（Controled Magnetic density
Distribution Coil， CMDC）と呼ぶ。この新型コイルを着磁コイルに用いることにより、総捕捉磁束量
や最大捕捉磁束密度の向上と共に捕捉磁束密度分布の整形を目指した。
Large diameter （Outer） co“
   Small diameter （lnner） coil
図4・6 磁束密度分布制御コイルの概念図
4．2．2 磁束密度分布制御コイル（二重コイル）
 二重コイルは、図4・6に示すように、内側の渦巻き型コイルの外周部にソレノイド型コイルを組み合
わせた形状を持つ。これらの二つのコイルは連続的に接続し、両方のコイルにパルス電流を流すことが
可能である。また、パルス電流を外側のソレノイド型コイルに印加せずに、渦巻き型コイルのみに流す
ことも可能である。
 図4・7（のは二重コイルがMode Aの状態を表している。ソレノイドコイル、渦巻き型コイル両方とも
連続的に接続された状態であるため、パルス電流はソレノイド型コイルと渦巻き型コイルの両方に印加
される。Mode Aでは、2．2．1節で述べた直径が84 mmの着旧コイルと同じ寸法となるため、その直径
はバルク体よりも大きくなる。他方、図4・7（b）にMode Bの状態を示す。 Mode Bではソレノイド型コ
イルと渦巻き型コイルとの接続がキャンセルされた状態であるため、パルス電流は内側の渦巻き型コイ
ルのみに印加される。渦巻き型コイルの寸法は、2．2。1節で述べた直径が44mmの着磁コイルと同じな
ので、その直径はバルク体よりも小さくなる。
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図4・7（a）Mode Aと（b）Mode Bにおける白磁コイルの接続方法
4．2．3 実験方法
 バルク体の着磁は、図4・7に示すように一対のスプリット配置された二重コイルにより行われた。こ
の実験に用いた試料は2．1．1節で述べたものであり、バルク体表面からホールセンサまでの距離が3．5
mmの下で、静磁場着磁による最大捕捉磁束密度は1．10 T、総捕捉磁束量は1．29 mWbであった。バル
ク体の冷却は液体窒素の浸漬下で行った。パルス着磁は、Mode AとMode Bの状態で、連続的に計4
回行われた。印加ピーク磁場（疏）は、Mode Aの場合3．5 T、 Mode Bの場合6．5 Tとした（これらの易
は、それぞれのモードで最大捕捉磁束密度（丑）や総捕捉磁束量が飽和するパラメータである）。実験手順
としては表4・1の＃3に示すように、ある程度の総捕捉磁束量を得るために、まず計3回Mode Aでの
着磁を行った。その後の4回目の着磁で、捕捉磁束密度分布を整形するためにMode Bでの着磁を行っ
た。この着村法を「磁束密度分布制御コイル法（以下、二重コイル法）」（Controlled Magnetic density
Distribution Coil Method， CMDCM）と呼ぶ。さらに、予備実験として、コイルのモードを固定した実
験を行った。＃1はMode Aのみで、＃2はMode Bのみでそれぞれ連続的に計4回のパルス照照を行っ
た。尚、印加磁場の立ち上がり時間は5．5msとした。
 測定は、まず、着磁時におけるバルク体表面上の局所磁束密度の測定を行った。ホールセンサ（東芝
セミコンダクター社製THS 118）の配置は図2・11に示すとおりである。黒日後、残留磁束密度をホー
ルセンサ（F．W． Bel社製BHT・921）により測定した。
表4・1パルス着磁の実験条件
Procedurelst PFM 2nd PFM 3nd PFM 4th PFM
＃1 Mode A
＃2 Mode B
＃3（CMDCM） Mode A
Mode A
Mode B
Mode A
Mode A
Mode B
Mode A
Mode A
Mode B
Mode B
4．2．4 結果及び考察
 ここでは、4．2．3節で述べた実験条件に基づき得られた結果について述べる。尚、ここでの捕捉磁束密
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度分布はx’y平面を試料表面にとり、捕捉磁束：密度をz方向とした。また、色の濃淡で捕捉磁束密度の
大きさを示す。
4．2．4．1予備実験
 図4・8の（al）と（a2）にそれぞれ＃1の3回目と4回目の着磁後の捕捉磁束密度分布を示す。3回目、4
回目とも捕捉磁束：密度分布の形状は台形であった。すなわち、バルク体周囲部に大きな磁場勾配が存在
し、それ以外の場所では勾配が緩やかになっていることがわかる。一方、＃2の3回目と4回目の着磁
後の捕捉磁束密度分布は、それぞれ図4・8の（b1）と（b2）に示すように円錐形に近かった。すなわち、磁
場勾配がバルク体の場所にかかわらず一定であることがわかる。バルク体を電動機の界磁子として応用
する場合、円錐形の分布はスムースな電動機の回転に寄与するので、好ましい結果といえる。
 図4－10の（a）と（b）にそれぞれ最大捕捉磁束密度（，BII）と総捕捉磁束量（Total flux）の値を示す。これより、
両値とも＃1の方が＃2よりも大きいことがわかる。
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図4－8 予備実験の捕捉磁束密度分布。（a1）は＃1の3回目の着磁心の分布、（a2）は＃1の4回目の正距
   後の分布、（b1）は＃2の3回目の着面白の分布、（b2）は＃2の4回目の着磁後の分布を示す
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4．2．4．2二重コイル法によるパルス着磁
 図4・9の（a）と（b）に、それぞれ二重コイル法（＃3）による3回目と4回目の着磁後の捕捉磁束密度分布
を示す。Mode Aにより行われた3回目の着磁後の分布の形状は、＃1の分布と同様にバルク体周囲部に
大きな磁場勾配が存在する台形型であった。また、図4・9の（a）と（b）を比較すると、Mode Bによる着磁
によって分布が整形されていることがわかる。そして、この分布は＃2の4回目の着磁後の分布（図4・8）
よりも円錐形に近づいていることがわかる。一方、最大捕捉磁束密度について着目してみると、全着磁
終了後、＃3は＃1に比べ約13％向上している（図4－10（a））。
 このように、二重コイル法で着磁を行った場合、一定の磁場勾配を持つ円錐形に近い分布が得られる
と同時に、最大捕捉磁束密度を向上させることが出来る。一方、中心部で捕捉磁束密度が向上しても、
総捕捉磁束量はほとんど増加しなかった（図4・10（b））。
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・パルス着磁中の局所磁束密度
 この節では、Mode Bにより円錐形に限りなく近い分布が得られた理由について、パルス着磁中の局
所磁束密度の測定波形を基に述べる。これを図4・11に示す。
 図4・11の（a）はMode Aによる3回目の着磁中の局所磁束密度の波形を示す。印加磁場のピーク付近
（5．5ms前後）において、センサ1からセンサ5までの磁束密度のピークがほとんど等しい。一方、図
4・11の（b）より、Mode Bによる別才については、バルク体の周囲部（センサ1と5）のピーク値が、他
の場所のピーク値よりも小さかった。また、Mode Bの易はMode Aの易よりも遥かに大きいにもか
かわらず、Mode Bによるバルク体周囲部の磁束密度はMode Aによる磁束密度よりも小さかった。す
なわち、Mode Bによる着磁は、バルク体周囲部の印加磁場と、それに伴う磁束線の侵入を制限するこ
とが出来る。従って、磁束線の運動に支配されるバルク体の発熱（1．4．2．2節参照）と同様にバルク体のJc
低下を軽減することに寄与する［5，10，11］。この結果、バルク体の磁：場勾配は、外縁部から中心部に至る
までほぼ一定となり、分布は静磁場着磁法による分布と同様に円錐形になるのである［33】。
 また、最大捕捉磁束密度がMode Bによって上昇した理由については、図より、バルク体中心部のピ
ークが他のピーク値に比べ大きいことから、磁束線が効率的にバルク体の中心まで侵入したためと考え
られる。
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4．3 軟磁性体を挿入したバルク体の着磁
4．3．1 研究背景と目的
 軟磁性材料であるパーメンジュールは高い飽和磁束密度を持つ。この特性を活かし、鉄心としてバル
ク体中心に含める事により、最大捕捉磁束密度の向上と均一性を持った捕捉磁束密度分布の獲得を目指
す。ただし、このバルク体を超電導電動機に実装した場合、1．6．3節の「バルク超電導電動機の特徴」で
述べた、鉄心レスのメリットはなくなる。
4．3．2 試料
4．3．2．1バルク超電導体
 試料として、新日鐵製のGd・Ba・Cu－0系バルク体を用いた。試料のサイズは直径60 mm、高さ20 mm
である。ただし、下図のように軟磁性材料を挿入するための穴がバルク体中心に開けられている。穴の
サイズは直径20mln、高さ20 mmである。側面は自己破壊抑制のためにステンレスの側帯をつけてい
る（図4・12）。
図4・12 中心部に穴が開けられたバルク体
4．3．2．2 鉄心材料
・軟磁性材料と硬磁性材料
 材料が磁性を持つ磁性材料の種類として、外部磁場の向きを反転すると容易に磁化も反転する「軟磁
性材料」と、外部磁場の向きを反転しても磁化を維持し続け永久磁石になる「硬磁性材料」がある。こ
こではそれらの性質及び用途について述べる。
 図4・13に軟磁性材料と硬磁性材料のヒステリシス曲線を示す。代表的な軟磁性材料であるパーマロ
イ（鉄：22．5％とニッケル：78．5％の合金）のヒステリシス曲線はループの幅が非常に狭く、保磁力（．H［1）
が非常に小さい（図4－13（a））。従って、外部磁場に反応しやすく、その向きが反転するとすぐに自身
の磁化も反転する。つまり、ヒステリシス曲線の立ち上がりが早く、磁気を通過させやすい特性を持つ。
一方、硬磁性材料である永久磁石のヒステリシス曲線のループの幅は広く、保磁力（珊が非常に大きい
（図4・13（b））。磁化しにくいが、一度磁化させてしまうと強い磁力を保持するので、外部からの磁場
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がゼロになった後マイナス側に相当量の磁場を与えない限り反転しない。
 これら磁性材料の用途として、回転するロ一際と静止しているステータ（固定子鉄心）で構成される
電動機では、軟磁性材料である電磁鋼板がステータに使用され、ロータには硬磁性材料である永久磁石
が使われる。このように磁化されやすい性質と磁化されにくい性質がペアとなり機能を生み出している
［44， 45， 46］o
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   （a） （b）図4・13（a）軟磁性材料のヒステリシス曲線と（b）硬磁性材料のヒステリシス曲線
，／IFIJ］i；2i ：・ ［ Fpeermanentmagnet
 i        Magnetic field
・鉄損
 ここでは、磁化したときに生じる電気エネルギーのロス、鉄損について述べる。鉄損には前述のヒス
テリシスループ（図4・13）に見られる「ヒステリシス損」と交流電流における磁場反転の際にそれを
抵抗するように生じる「渦電流損」の二種類がある。鉄損はコイルの導線の抵抗によって失われる電気
エネルギー、銅損と合わせて、電動機や発電機、変圧器などの電気機械の効率を低下させる。
1．ヒステリシス損
 ヒステリシス損は、材料のスピンが同じ方向を向いた領域（磁区）が交流磁界によってその向きを変
えるときの損失である。次のスタインメッツの実験式で表される。
．Phニk、以6 （4－1）
丑、：ヒステリシス損
f：電流（磁界）周波数
島：最大磁束密度
島：比例定数
 また、この損失の大きさはヒステリシス曲線のループ輪に囲まれた部分の面積に比例する。このこと
から、ヒステリシス曲線のループの幅が広い硬磁性材料（永久磁石）は、ヒステリシス損が非常に大き
いといえる。
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2．渦電流損
 渦電流損は材料の中に生じる渦電流によって生じ、次の式で表される。渦電流とは、磁界の向きを変
化させると磁化の変化を妨げるように材料内に生じる電流のことである。次式で与えられる．
   （tLl［Bn， ） 2
Pe ＝ke （4－2）
，（）
Pe：渦電流損
t：材料の厚さ
！：電流（磁界）周波数
佐：最大磁束密度
p：磁性体の抵抗率
ke：比例定数
4－2式よりPeは！の2乗に比例するので、電流（磁界）が高周波になる程、ヒステリシス損よりも渦
電流損の比率が大きくなる。
 渦電流損は渦電流を流れ難くすることで減少させることが出来る。渦電流を流れ難くする方法として、
透磁率が高く導電率の低い材料を使うことが挙げられる。また、4－2式より渦電流の大きさは材料の厚
さの2乗に比例することから、両面に絶縁加工を施した薄い材料を重ねて使う方法もある。例えば材料
の厚さを半分にすると渦電流損は4分の1になり、薄手化すればするほど高い効果が得られる［44］。さ
らに、シリコンやアルミを挿入し電気抵抗を高め、渦電流を流れ難くする方法もある。
・本研究で使用した軟磁性材料（パーメンジュール）
 鉄心材料として挿入した軟磁性材料はパーメンジュール（Fe・Co・2V）である。パーメンジュールは
FeとCoの合金であり、 Coが50％前後で飽和磁化（ム）：2．45 Wb／m2と、実用化されている軟磁性材
料の中で最大の飽和磁束密度を持つ。このことから通常、電磁石の鉄心等に用いられる。また、ヒステ
リシス曲線は、ループの幅が非常に狭く（M＝0．400e，31．8A／m）外部磁界に反応しやすい。つまり、
磁界の向きが反転するとすぐに自身の磁化も反転し、ヒステリシス曲線の立ち上がりが早く、磁気を通
過させやすい（高透磁率）特性を持つ。さらに、パーメンジュールは磁気異方性（材料の方向によって
磁化され易さが異なる性質）がゼロであり、磁場がかかるとすぐにその方向に反応し磁石となる［45，46］。
 本研究で使用したパーメンジュールのサイズは直径20mm、高さ20 mmである。また、渦電流を減
少させるために1mm間隔で切断され薄手化されている。さらに、その間にスタイキャストとアルミニ
ウムを積層することで電気抵抗を高め、一層渦電流を流れにくくしている（図4・14）。
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（a） （b）
図4・14（a）パーメンジュールと（b）パーメンジュールが挿入されたバルク体
4．3．3 実験方法
 着磁特性の評価として、試料に対して静磁場着磁とパルス着磁を行った。冷却は液体窒素の浸漬下で
行われた。
 パルス着磁は図2・7に示すように、一対のスプリット配置された直径84mmの渦巻き型コイルによ
って連続的に4回行われた。印加ピーク磁場（易）は、1回目から4回目まで、順に2．46T、2．46T、4，15
T、4．15Tとした。印加磁場の立ち上がり時間は5．5 msとした。また比較として、図2－1に示すよう
な一般的なバルク体（Conventional bulk，2．1．1節参照）や図4・12のように中心部に穴が開けられたバ
ルク体（軟磁性体未挿入、Bulk without iron－core）に対しても同条件で着旧を行った。着手後は残留磁
場をホールセンサ（F，WBel社製B且丁・921）により計測し、捕捉磁束密度分布の評価を行った。尚、
バルク体とホールセンサとのギャップは9．Ommであった。
4．3．4 結果及び考察
 ここでは、4．3．3節で述べた実験条件に基づき得られた結果について述べる。4．3．4．1節では静磁場着
磁の結果、4．3．42節においてはパルス着磁の結果を述べる。
4．3。4．1静磁場着磁
 図4・15に静磁場着磁による捕捉磁束密度分布を示す。（a）は一般的なバルク体、（b）は軟磁性体が挿入
されていないバルク体、（c）は軟磁性体が挿入されたバルク体の分布である。軟磁性体が挿入されたバル
ク体は、その他のバルク体よりも中心部の捕捉磁束密度が向上している。また、最大捕捉磁束密度（」幻
は一般的なバルク体に対して11％向上している。このことから、パーメンジュールが鉄心の役割を果た
しているといえる。一方、総捕捉磁束量の値は向上しなかったため、分布は中央部が大きく尖がつた形
になる。
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図4・15 静磁場着磁による捕捉磁束密度分布（ホールセンサとバルク体とのギャップは3．5mm）。（a）
 一般的なバルク体、（b）軟磁性体が挿入されていないバルク体、（c）軟磁性体が挿入されたバルク体
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4。3．4．2パルス着磁
 図4・16にパルス着磁の結果を示す。（a）は一般的なバルク体、（b）は軟磁性体が挿入されていないバル
ク体、（c）は軟磁性体が挿入されたバルク体の分布である。最大捕捉磁束密度の値が小さいのは、着磁装
置の構造上バルク体とホールセンサとのギャップが大きかったからである。よって、ギャップをOmm
に補正した値（1．2。5節参照）も合わせて示す。
 軟磁性体を挿入したバルクは、他のバルク体に比べ中央部の捕捉磁束密度分布が整形されており、捕
捉磁束密度の向上がみられた。これまでにも述べたが、バルク体の均一な分布はスムースな電動機の駆
動に貢献するので、これを電動機に実装することで安定的な運転が期待できる。
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図4・16 パルス着磁による捕捉磁束密度分布。（a）一般的なバルク体、（b）軟磁性体が挿入されていない
             バルク体、（c）軟磁性体が挿入されたバルク体
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4．4 液体ネオン冷却によるバルク体のパルス着磁
4．4．1 研究背景と目的
 この節ではバルク体の捕捉磁束密度の飛躍的な向上を目指して、液体窒素浸漬温度（77K）よりも低
温でパルス着磁を行った際の着磁特性について述べる。
 まず、はじめに、渦巻き型コイルによるステップ・クーリング法（1．4．2．3節参照）の有効性を検証す
る実験を行った。また、液体窒素温度以下の領域での二重コイル法（CMDC法）の有効性を検証するため
の実験も合わせて行った。ステップ・クーリング法とCMDC法の有効性が確認された後、両方法の組
み合わせによる「主実験」を行った。
4．4．2 実験装置概要
 本実験は、既述の超電導電動機をネオン冷媒用に改良して行った。冷却方法は、既述の電動機の冷却
方法と同様に、電動機の回転界磁板内部に冷媒を連続供給する方式を採用した。本実験では冷媒に液体
ネオン（沸点：27K：）を採用した。液体ネオンはGM冷凍機iのコールドヘッドの凝縮部で凝縮され、メ
インシャフトを通って回転界磁板に流れこむ（冷凍機の詳細については2．5．2節参照）。そして、バルク
体は、回転界磁板に流れ込んだ液体ネオンの熱伝導によって冷却される（図4・17参照）。この熱伝導冷
却方式は第3章で述べた、液体窒素循環冷却による電動機と同様である。また、バルク体の温度調節を
行うためのヒータが回転界磁板に取り付けられてあり、出力電圧の調節をスライダックで行った。尚、
スライダックの出力電圧をOVとした場合（ヒータをOFFにした場合）のバルク体表面の温度は38 K
であり、この温度が本実験におけるバルク体表面の最低温度であった。この温度に達するまでの時間は、
2100min．であった。
 バルク体は張り合わせバルク体を使用した（2．1．2節参照）。着払後、着磁特性の評価としてバルク体
表面にホールセンサ（EWBe11社製BHT・921）を走査させて残留捕捉磁束密度の測定を行った。尚、
着筆コイルからバルク体までのエアーギャップは2．0～2．5mmであった。
 手甲コイルには、直径84mmの渦巻き型コイルと二重コイルを採用した（それぞれ2．2．1、4．2．2節
参照）。この際のホールセンサの測定範囲と熱電対の位置関係をそれぞれ図4・18の（a）と（b）に示す。図
からも分かるように、渦巻き型コイルを着磁コイルに用いた場合の計測は、GS領域上の中心（Centre）
から端（Edge）までの範囲で行われた。他方、二重コイルを着磁コイルに用いた場合の計測は、前者と同
様にGS領域上の中心（Cen七re）から端（Edge）までの範囲で行われたが、前者よりもGSB領域寄りであっ
た。最後に、ホールセンサのスキャンピッチと、バルク体とのエアーギャップを表4・2に示す。
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図4・18バルク体表面におけるホールセンサのスキャン範囲と熱電対の位置関係。着磁コイルに渦巻
  き型コイルを用いた場合のバルク体表面（a）と、二重コイルを用いた場合のバルク体表面（b）
表4－2ホールセンサのスキャンピッチとバルク体とのエアーギャップ
Vortex’type coilCMDC
Scanning pitch
Scanning area
Air－gap of Hall sensor
1．6 mm
20 mm
O．70 mm
1．8 mm
22 mm
1．25 mm
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4．4．3 着磁要素技術の検証
4．4．3．1 実験方法
・ステップ・クーリング法
 本実験ではステップ・クーリング法の有効性を検証するため、バルク体の表面温度（着磁温度）のみ
を変化させて実験を行った。今回統一したパラメータは、白磁コイルの直径と印加ピーク磁場（易）で、
それぞれ84mm、7．3 Tとした。着磁コイルには渦巻き型コイルを用い、印加磁場の立ち上がり時間は
7．0 msであった。
 実験手順は、表4・3に示すように70 K（高温）で着磁を2回行った後、38K（低温）で2回着呼を行った。
また、予備実験として、白磁温度を高温と低温に固定して着磁を行った。
            表4・3 ステップ・クーリング法の検証実験手順
lst 2nd 3rd 4th
Temp． of the bulk 70 K 70 K 38 K 38 K
2Z， 7．3T 7．3T 7．3T 7．3T
Outer diame七er of the coils  84 mm  84 mm  84 mm  84 mm
・CMDC法
 本実，験ではCMDC法の有効性を検証するために、雷鳥コイル直径のみを変化させて実験を行った。
よって着磁コイルには二重コイルを用い、着磁温度を38Kに固定した。
 実験手順としては表4・4に示すように、大径コイル（以下、84mmコイル）で着磁を2回行った後、小
径コイル（以下、44mmコイル）で2回白磁を行った。また、表4・5に示すように、44 mmコイルで2
回着磁を行った後、84mmコイルで2回着磁を行うパターンも合わせて実験した。さらに、予備実験と
して、着磁コイル直径を84mmと44 mmに固定して着磁を行った。易は着磁コイル直径が84 mmの
場合は7．7T、44 mmの場合は9．5 Tとした。印加磁場の立ち上がり時間は、白磁コイル直径が84 mm
の場合は6。8ms、44 mmの場合は3．2 msであった。
      表4・4 CMDC法の検証実験手順（着磁コイル直径：84 mm→44 mln）
lst 2nd 3rd 4th
Te mp． of the bulk 38 K 38 K 38 K 38 K
．EE， 7．7 T 7．7 T 9．5 T 9．5 T
Outer diameter of the coils 84 mm 84 mm 44 mm 44 mm
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表4・5 CMDC法の検証実験手順（着磁コイル直径：44 mm→84 mm）
lst 2nd 3rd 4七h
Te mp． of the bulk 38 K 38 K 38 K 38 K
＆ 9．5T 9．5T 7．7T 7．7TOuter diameter of the coils 44 mm 44 mm 84 mm 84 mm
4．4．3．2 結果及び考察
・ステップ・クーリング法
 図4・19にステップ・クーリング法による捕捉磁束密度のトレースを示す。図より、低温でのみ着磁
を行った場合（38：K：only）よりも、ステップ・クーリング法による着磁（70 K＋38 K）の方が、広い範
囲で捕捉磁束密度が大きかった。特に、バルク体中心部における捕捉磁束密度が飛躍的に向上している。
一方、高温でのみ着磁を行った場合（70 K only）は、2回の着磁で最大捕捉磁束密度は飽和した（図4－20）。
また、低温でのみで着磁を行った場合、強固なピン止め力による反磁性効果（完全反磁性ではない）の
増大で印加磁場がシールドされたため、2回目の着磁以降、最大捕捉磁束密度が飽和したと推測される。
したがって、ステップ・クーリング法の有効性は実証された。
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図4・19 ステップ・クーリング法による捕捉磁束密度トレース
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・CMDC法
 はじめに、予備実験の結果、すなわち着磁コイル直径を84mmと44・mmに固定したときの捕捉磁束
密度トレースをそれぞれ図4－21と図4－22に示す。着磁コイル直径を84mmに固定した場合、捕捉磁
束密度がバルク体の端から中心に向かってなだらかに増力口している。この傾向は1回目から4回目まで
同じである。しかし、2回目以降、捕捉磁束密度はほとんど上昇せず、磁束線の侵入が飽和した。一方、
着磁コイル直径を44mmに固定した場合、捕捉磁束密度はバルク体の端でマイナスになっており、端
から中心に向かって急激に増加している。この傾向は着磁回数を重ねるごとに強まる。これより、液体
窒素温度よりも低い温度域においても、コイル直径を減少させると、磁束線がバルク体中心まで侵入し
易くなる傾向があることがわかった。
 次に、CMDC法の結果について述べる。図4－23にCMDC法（84 mm→44 mm）による捕捉磁束
密度トレースを示す。捕捉磁束密度が、バルク体端から中心に向かってなだらかに増加する傾向にある
のは1回目から4回目まで同様ながら、コイル直径が44mmになる3回目の着磁で中心の値が大きく
上昇した。一方、CMDC法（44 mm→84 mm）による捕捉磁束密度トレースは、バルク体端から中心
に向かって急激に増加している（図4－24）。この傾向は4回の着磁を通して同様である。また、コイル
直径が84mmになる3回目の着磁によって、全体の捕捉磁束密度が上昇した。しかし、値が上昇した
とはいえ、図中左から4ポイント目付近の値が急激に落ち込んでいるため、このトレース形状は界磁子
には適さない。
 全着磁終了後のCMDC法と予備実験の捕捉磁束密度トレースを図4・25に示す。これより、 CMDC
法によるトレースは、着磁コイル直径を固定した場合よりもバルク体中心部で捕捉磁束密度が向上して
いることがわかる。その中でも、着磁手順＝84mm→44 mmの方がトレース全体を通して大きな値
を得ている。従って、CMDC法（84 mm→44 m皿）がバルク体の界磁子応用に最も適した着磁法と
いえる。
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4．4．4 主実験
 前節では、ステップ・クーリング法とCMDC法の有効性を実証した。4．4．4節では、この結果を踏ま
え、これらの着磁法を組み合わせた主実験について述べる。
4．4。4．1実験：方法
 本実験では着磁回数を8回とし、はじめの4回の着磁（1s七ステップ）を高温で行い、その後の4回
の着磁（2ndステップ）を低温（ls七ステップよりも低い温度）で行った。1s七ステップと2ndステッ
プの実験条件をそれぞれ表4・6と表4・7に示す。また、着磁温度の組合せを「1stステップ＋2ndステ
ップ」の形で示す。
（1） 65 K＋ 38 K
（2） 55 K＋ 38 K
（3） 45 K＋ 38 K
さらに、下に示すように3つの温度域においても実験を行った。1stステップ＋2ndステップを実行し
た後に3rdステップ（表4－8）を実行するので、着磁回数は12回となる。
（4） 65 K＋ 55 K＋ 38 K
着磁コイルには二重コイルを用い、易は着磁コイル直径が84mmの場合は7．7 T、着磁コイル直径
が44mmの場合は9．5 Tとした。また、印加磁場の立ち上がり時間は着旧コイル直径が84 mmの場合
は6．8ms、着磁コイル直径が44 mmの場合は3．2 msであった。
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表4・61stステップの実験手順
lst 2nd 3rd 4th
Outer diameter of the coils
7．7T 7．7T 9．5T 9．5T
84mm 84 mm 44 mm 44 mm
表4・72ndステップの実験手順
5th 6th 7th 8th
Outer diameter of the coils
7．7T 7．7T 9．5T 9．5T
84mm 84 mm 44 mm 44 mm
表4・83rdステップの実験手順（（4）65 K＋55 K＋38 Kのみ）
9th 10th 11th 12th
Outer diameter of the coils
7．7T 7．7T 9．5T 9．5T
84mm 84 mm 44 mm 44 mm
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4．4．4．2 結果及び考察
（1） 65 K＋ 38 K
 lstステップを651（で実行した後、2ndステップを38 Kで実行したときの捕捉磁束密度トレースを
図4・26に示す。1stステップの84 mmコイルによる着磁では、バルク体中心部まで磁束線が侵入し
きれていなかった。その後、直径44mmの着磁コイルを用いて着磁を行うことで、磁束線がバルク体
中心部に押し込まれ、中心部の捕捉磁束：密度が飛躍的に向上した（After 4th）。これによって、トレー
スは、バルク体縁部から中心部に向かってなだらかに増加する形状になり、捕捉磁束密度分布は整形さ
れたといえる。また、2ndステップにおいても、着磁コイルの直径を44㎜にしたことにより、中心
部の磁束密度が増加した。尚、全着磁終了後の最大捕捉磁束密度は1．21Tで、バルク体とホールセンサ
のギャップをOmmに補正すると1．43Tになる（1．2．5節参照）。
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図4・26 捕捉磁束密度トレース推移（65K＋38 K）
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（2） 55 K＋ 38 K
 lstステップを55 Kで実行した後、2ndステップを38 Kで実行したときの捕捉磁束密度トレースを
図4・27に示す。1stステップの84 mmコイルによる着磁では、「（1）65 K＋38 K」程ではないが中心
部で捕捉磁束密度が落ち込んでいる。その後、直径44mmのコイルを用いて着磁を行ったところ、中
心部においてわずかに捕捉磁束密度が向上した。その結果、捕捉磁束密度トレースは中心部に向かって
なだらかに増加する形状になり、捕捉磁束密度分布は整形されたといえる。また、6回目の着磁は、着
磁温度を下げたことにより、スキャン範囲全体にわたり捕捉磁束密度が向上した。この傾向は「（1）65K
＋38K」をはじめ他の条件でもみられた。8回目の着磁では、コイル直径を44 mmにしたことにより、
中心部の捕捉磁束密度が増加した。全着磁終了後の最大捕捉磁束密度は1．31Tで、バルク体とホールセ
ンサのギャップをOmmに補正すると1．60Tになる（1．2．5節参照）。この値は本実験で得られた最大の
値である。
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図4・27 捕捉磁束密度トレース推移（55K＋38 K）
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（3） 45 K＋ 38 K
 lstステップを45 K：で実行した後、2ndステップを38 Kで実行したときの捕捉磁束密度トレースを
図4・28に示す。この条件では、1stステップにおいて44 mmコイルを用いて着磁を行ったところ、ス
キャン範囲全体にわたり捕捉磁束密度が減少した。6回目の着磁では、着磁温度を下げたことにより、
スキャン範囲全体にわたり捕捉磁束密度が向上した。8回目の着磁ではコイル直径を44mmにしたこと
により、中心部の捕捉磁束密度が増加した。着磁終了後の最大捕捉磁束密度は1．23Tで、バルク体とホ
ールセンサのギャップをOmmに補正すると1．46Tになる（1．2．5節参照）。
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図4・28 捕捉磁束密度トレース推移（45K＋38 K）
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（4） 65 K ＋ 55 K＋38 K
 lstステップを65 K 2ndステップを55 K、3rdステップを38 Kで実行したときの捕捉磁束密度ト
レースを図4－29に示す。2回目のトレース形状は、「（1）65K＋38K」と同様にバルク体中心部の捕捉
磁束密度が落ち込んでいる。その後、直径44mmの着磁コイルを用いて着磁を行ったところ、磁束線
がバルク体中心部に押し込まれ、中心部の捕捉磁束密度が飛躍的に向上した。これによって、トレース
は、バルク体縁部から中心部に向かってなだらかに増加する形状になり、捕捉磁束密度分布は整形され
た。6回目の着磁では、着磁温度を下げたことにより、スキャン範囲全体にわたり捕捉磁束密度が向上
した。8回目の着旧では、コイル直径を44mmにしたことにより、中心部の捕捉磁束密度が減少した。
2ndステップ終了後の最大捕捉磁束密度は1，08 Tで、バルク体とホールセンサのギャップをOmmに
補正すると1．28Tになる（1．2．5節参照）。この値は、2ndステップ終了後の最大捕捉磁束密度としては
最も小さい値となった。この理由として、1stステップと2ndステップとでは着磁温度にあまり差がな
かったことが挙げられる。すなわち、65 Kで磁束線の侵入が飽和していたと考えると、バルク体温度が
10 K減少したとしても、それによって増加する侵入可能な磁束線の量はあまり増加しなかったからであ
る。
 3rdステップにおいて、10回目の着磁では、着磁温度を下げたことにより、測定範囲全体にわたり捕
捉磁束密度が向上した。12回目の着磁では、コイル直径を44mmにしたことにより、中心部の磁束密
度が増加した。着磁終了後の最大捕捉磁束密度は1．23Tで、バルク体とホールセンサのギャップをOmm
に補正すると1．46Tになる（1．2．5節参照）。この値は2ndステップ終了後の「（1）65 K＋38 K」や「（3）
45K＋38 K」とあまり変わらない値となった。
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4．5 まとめ
・印加磁場分布の空間的制御
 バルク体を回転機や発電機、磁気分離器に応用する場合、円錐形の捕捉磁束密度分布は機器の安定的
な運転のために不可欠である。本研究では、着磁コイルの直径を変化させた場合の四半特性について検
証し、着磁特性向上への足がかりとした。
 着磁コイルの直径をバルク体の直径より小さくした場合、分布は均一な円錐形に近づく。これはバル
ク体の外縁部の印加磁場が、直径の大きいコイルで着磁を行った場合に比べて少なかったからである。
また、合わせてパルス着門中に局所磁束密度の測定を行い、渦巻き型コイルによる着磁プロセス、すな
わちバルク体への磁束線の侵入過程を解明した。これより、磁束線はバルク体の外縁部から侵入するこ
とがわかった。しかし、磁束線の一部はピン止め力の弱いGSから侵：入し、ピン止め力の強いGSB上
に捕捉される傾向にあることがわかった。これはソレノイドコイルを着磁コイルに用いた時と同様の特
徴である。
・磁束密度分布制御コイル法によるパルス着磁特性
 前節の結果を踏まえて、今回の研究では、整形効果の高い小径コイルと着磁効率の高い大径コイルと
を組み合わせて、双方の特徴を活かした二重構造の着磁コイル（磁束密度分布制御コイル）を製作し、
バルク体に対してパルス着倒を行った。この結果、従来の着磁コイル直径を固定して行う着磁方法と比
較して、最大捕捉磁束密度を向上させつつ、捕捉磁束密度分布を整形することに成功した。この磁束密
度分布制御コイル法による着磁は、バルク体を実装する機器に対して有効な要素技術であり、それらの
性能向上に貢献する［40，47］。
・軟磁性体を挿入したバルク体の着磁特性
 軟磁性材料であるパーメンジュールを鉄心材料として、バルク体中心に含め着磁を行うことで、最大
捕捉磁束密度の向上と均一性を持った捕捉磁束密度分布の獲得を目指した。静磁場着磁の結果について、
軟磁性体を挿入したバルク体が、バルク体サンプルの中で最も中心部の捕捉磁束密度が大きかった。一
方、パルス着磁を行った場合、捕捉磁束密度はあまり向上しなかったが、分布が整形された。バルク体
の均一な捕捉磁束密度分布は、スムースな電動機の駆動に貢献するので、これを電動機に実装すること
で安定的な運転が期待できる。
・液体ネオン冷却によるバルク体の着旧特性
 バルク体の捕捉磁束密度の飛躍的な向上を目指し、液体窒素浸漬温度（77K）よりも低温でパルス着
磁を行った。検証実験においては、ステップ・クーリング法やCMDC法の有効性を確認することが出
来た。図4・30に、これらの着磁法を組み合わせて行った実験の最大捕捉磁束密度の推移を示す。1st
ステップでは、着磁温度を55Kにした場合に最も良好な結果を得た。これに対し、比較用に示す38K
での着磁においては、強固なピン止め力による反磁性効果の増大で印加磁場がシールドされ、バルク体
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に磁束線が侵入しにくくなったため、最大捕捉磁束密度の値が減少した。一方、着磁温度が65K：の場
合は、磁束線が侵入できるキャパシティが55 Kよりも小さかったため、最大捕捉磁束密度が55K：より
も小さかったものと考えられる。2ndステップにおいても、1stステップの着磁を55 Kで行った場合
に、最も良好な最大捕捉磁束密度を得た。このことから、良好な着磁特性を得るためには1stステップ
で良好な最大捕捉磁束密度を得ておく必要があるといえる。この場合の着磁終了後の値は1．31Tで、バ
ルク体とホールセンサのギャップをOmmに補正すると1．60Tになる。これに対し、液体窒素循環冷
却による電動機内での最大捕捉磁束密度の平均値は0．65Tであったことから、液体ネオン冷却によって
最大捕捉磁束密度を約2．5倍向上させることが出来た。
 ここで、最大捕捉磁束密度：1．60Tから換算される電動機の出力について述べる。図4・31に各国の
超電導電動機のトルク密度の推移を示す。トルク密度とは電動機の単位体積当たりのトルクで、値が大
きい程小型で大きなトルクが得られる。液体窒素冷却による本研究の超電導電動機（TUMSAT）の出力は
10 kWであり、この際のトルク密度は132 Nm／m3であった。また、出力やトルク密度は、最大捕捉磁
束密度にほぼ比例することから、最大捕捉磁束密度：1．60Tのバルク体を界磁子に用いた場合、本電動
機の出力は25kW、トルク密度は397 Nm／m3と換算される。したがって、これまでに報告した冷却シ
ステムと着磁技術によって超電導電動機の性能向上の見込みを得ることができた。このトルク密度：397
Nm／m3は、超電導線材を界磁子に用いた、ドイツSiemens製の超電導電動機（4 MW）や韓国：KERI（Korea
Electolotechnology Research lnsti七ute）製の超電導電動機（1 MW）を上回る。
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第5章総括
 バルク体は優れた捕捉磁束特性を有し、擬似永久磁石としての機器応用が活発化している。本研究に
おいては、このバルク強界磁を電動機の界磁磁石に適用することで、電動機のトルク密度の向上を目指
した。一方、バルク体を擬似永久磁石として機器で利用するには、パルス磁場を用いてバルク体を機器
内部で磁化（着旧）する必要がある。しかし、パルス二二は、急激に印加磁場が変化するのでバルク自
体に発熱が生じる。その結果、機器外に超電導磁石を設置して行う静磁場着記法に比べ、捕捉磁束密度
が小さくなり、捕捉磁束密度分布が不均一になる問題が生じていた。そこで、本研究では、バルク体の
捕捉磁束を向上させるために、パルス着磁技術の研究及び冷却方法の研究を行い、これらの問題の解決
を目指した。
 最後に、本研究で得られた所見を総合的にまとめて総括とする。また、本研究によって、バルク体を
含む超電導体の機器応用が、一層活発化することを願ってやまない。
5．1バルク超電導電動機
 第3章では、製作した超電導電動機の構造や冷却法、着磁法、性能評価試験の結果について述べた。
以下にその結果をまとめる。
・単層界磁型バルク超電導電動機
 ・バルク体を機器内で冷却・着磁する技術を確立した。
 ・機器内で永久磁石を超越する磁束密度を獲得した。
 ・最高回転数：850rpmを達成し、本電動機iを船舶推進用電動機として使用する際の定格回転数：
  720 xpmをクリアした。
・複層界磁型バルク超電導電動機
 ・単層界磁型電動機に比べ、高トルク・高出力化できた。
 ・連続回転試験において、400min．以上の連続運転を達成し、耐久性の面で実用化への一歩を踏み
  出すことが出来た。
・連続回転試験終了後のバルク体の磁束密度は試験開始と比べて4％以内の減少であったことから、
  連続運転における電機子の交流磁場が、バルク体の磁束密度に与える影響は微小であることがわか
  つた。
・バルク磁石の極数を単層型電動機に対して倍にしたことで、単層型電動機に比べ誘起電圧波形が正
  弦波に近づき、平滑化した。
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5．2 バルク超電導体のパルス着磁特性の向上
 第4章では、超電導電動機の出力向上のため、バルク体の捕捉磁束特性を向上させる研究結果につい
て述べた。以下にその結果をまとめる。
・印加磁場分布の空間的制御
 バルク体を回転機や発電機、磁気分離器に応用する場合、均一な捕捉磁束密度分布は機器の安定的な
運転のために不可欠である。本研究では、着地コイルの直径を変化させた場合の着磁特性について検証
し、着磁特性向上への足がかりとした。以下に、実験で得られた知見を示す。
・着磁コイルの直径をバルク体の直径に対して小さくした場合、捕捉磁束密度分布は均一な円錐形に
 近づく。
・着磁コイルの直径をバルク体の直径に対して大きくした場合、捕捉磁束密度分布は乱れやすくなる
 が、得られる総捕捉磁束は大きくなる。
・パルス着磁中に局所磁束密度の測定を行い、バルク体への磁束線の侵入過程を解明した。これより、
大部分の磁束線はバルク体の外縁部から侵入するが、一部の磁束線はピン止め力の弱いGSから侵
入することがわかった。
・磁束密度分布制御コイル法によるパルス着磁特性
 前節の結果を踏まえて、整形効果の高い小径コイルと着磁効率の高い大径コイルとを組み合わせて、
双方の特徴を活かした二重構造の着磁コイル（磁束密度分布制御コイル）を製作し、バルク体に対して
パルス着着を行った。以下に、実験で得られた知見を示す。
・従来の野猫コイル直径を固定して行う着磁方法と比較して、バルク体の最大捕捉磁束密度を向上
 させることができた。また、同時に捕捉磁束密度分布を整形し、より円錐形に近い均一な分布を得
 ることができた。
・この磁束密度分布制御コイル法によって得られた均一な分布は、バルク体を実装する機器に対して
 有効な要素技術である。
・軟磁性体を挿入したバルク体の着磁特性
 軟磁性材料であるパーメンジュールを鉄心材料として、バルク体中心に含め着筆を行うことで、最大
捕捉磁束密度の向上と均一性を持った捕捉磁束密度分布の獲得を目指した。以下に、実験で得られた知
見を示す。
・静磁場着磁の結果について、軟磁性体を挿入したバルク体が、バルク体サンプルの中で最も中心部
 の捕捉磁束密度が大きかった。
・パルス着磁を行った場合、捕捉磁束密度はあまり向上しなかったが、分布が整形された。
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・液体ネオン冷却によるバルク体の着磁特性
 バルク体の捕捉磁束密度の飛躍的な向上を目指し、液体窒素浸漬温度（77K）よりも低温でパルス着
磁を行った。以下に、実験で得られた知見を示す。
・検証実験によって、ステップ・クーリング法やCMDC法の有効性を確認することが出来た。
・1stステップを55 Kで着磁を行った後、2ndステップを38 K：で着磁を行った場合に、本実験中最
 高の最大捕捉磁束密度：1．31Tを得た。この値は、バルク体とホールセンサのギャップをOmmに
 補正すると1．60Tになる。液体窒素循環冷却による電動機内での最大捕捉磁束密度の平均値は0．65
 Tであったことから、液体ネオン冷却によって最大捕捉磁束密度を飛躍的に向上させることが出来
 た。
・これによって、電動機の飛躍的な出力向上が可能であることを実証した。
 最後に、超電導電動機を運転する際の最適な着磁方法についてまとめる。以下の着磁法を超電導電動
機内で実行することで、バルク体の捕捉磁束特性を最大限に向上させることができ、超電導電動機の出
力を向上させることができる。
①着捨温度の最適化
 ステップ・クーリング法（着磁温度を下げながらパルス磁場を繰り返し印加する着磁方法）
を用いて着磁を行う。その際、着磁温度：55Kで着到を行った後、38 K：で野冊を行った場合
に最良の捕捉磁束特性を得ることが出来る。
②印加磁場の最適化
 磁束密度分布制御コイル法（大直径コイルで着磁を行った後、捕捉磁束密度分布を整形する
ために小直径コイルで着平する方法）を用いる。
③バルク体の性能向上
 バルク体中心に鉄心材料としてパーメンジュールを含める。
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5．3 今後の展望
 超電導電動機の性能向上を考え、今後の課題として以下を挙げる。
・トルクメータを用いて定量的に電動機の特性を計測すること
・これまでに述べた着磁方法を超電導電動機に実装すること
・超電導電動機の信頼性をさらに向上させること
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